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   議事日程第３号       第３回定例会 

   平成２８年９月５日（月）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 一般質問 

   散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第３号に同じ 

 

 

 

   再    開     午前９時３０分 

 

○國井輝明議長 おはようございます。 

  ただいまから本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員は、７番太田芳彦議員で

あります。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、こ

れより本日の会議を開きます。 

  本日の会議は、議事日程第３号によって進め

てまいります。 

 

一 般 質 問 

 

○國井輝明議長 日程第１、引き続き一般質問を

行います。 

  通告順に質問を許します。 

 

 

 一般質問通告書 

 平成２８年９月５日（月）                        （第３回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

１０ 

 

 

 

１１ 

手話条例の制定に

ついて 

 

 

安全な市民生活を

守ることについて 

（１）言語としての手話が、どこでも使

える寒河江市の環境づくりについて 

（２）さまざまな課題を円滑に推進する

ための手話条例の制定について 

 熊などによる被害の現状と対策につい

て 

６番 

遠 藤 智与子 

市 長 

 

 

 

市 長 

１２ 

 

１３ 

危機管理対策につ

いて 

指定管理者制度に

ついて 

 ハザードマップの進捗状況と災害時に

備えた活用方法について 

（１）現況と課題について 

（２）市営住宅の指定管理者制度導入に

ついて 

１３番 

柏 倉 信 一 

市 長 

 

市 長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１５ 

 

１６ 

 

 

 

１７ 

在宅医療の推進に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

市立病院の防災・

減災対策について 

第24回参議院議員

選挙における18、

19歳の投票率につ

いて 

教育行政について 

 本市の在宅医療の現状と課題、今後の

方針について 

（１）厚生労働省が、先に公表した自宅

で亡くなる「在宅死」の割合につい

て 

（２）在宅医療を推進するうえでの課題

について 

（３）市立病院における在宅医療の推進

について 

 防災・減災のあり方と被災時の対策に

ついて 

（１）県内の全調査数と本市の投票率に

ついて 

（２）選挙啓発と今後の課題について 

 

（１）次期学習指導要領改訂に向けての

課題について 

 ア 小学校の英語教育とコンピュータ

ーを活用するプログラミング教育に

ついて 

 イ 授業時間の確保と教職員の多忙化

について 

 ウ アクティブ・ラーニングについて 

 エ 日本語の基礎的読解力を優先する

教育について 

（２）2019年に実施される予定の英語の

全国学力テストについて 

１５番 

内 藤   明 

市 長 

病院事業管理者 

 

 

 

 

 

 

 

病院事業管理者 

 

選挙管理委員長 

 

 

 

教 育 長 

１８ 平成27年度の決算

と市政運営につい

て 

（１）一般会計・特別会計等決算の課題

認識と対策について 

（２）寒河江市立病院事業会計決算の課

題認識と対策について 

８番 

石 山   忠 

市 長 

病院事業管理者 

 

 

遠藤智与子議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号10番、11番について、

６番遠藤智与子議員。 

○遠藤智与子議員 おはようございます。 

  私は、日本共産党と通告してある質問内容に

関心を寄せている市民を代表して、以下、佐藤

市長に質問いたします。誠意ある答弁をどうぞ

よろしくお願いいたします。 
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  きょうは聾者の方が傍聴にいらっしゃってお

ります。手話通訳の方が同席しております。ま

た、インターネット中継でごらんになる聾者の

ために、きょうは私も手話を使って質問いたし

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

  まず初めに、通告番号10番、手話条例の制定

について質問いたします。 

  先日、山形美術館でダウン症の書道家金澤翔

子さんと詩人の金子みすゞさん、お二人のコラ

ボレーション展が開催されました。私も見に行

ってまいりました。「わたしと小鳥と鈴と」と

いう詩の中に、「みんなちがって、みんない

い」という箇所がありました。この最後の行は、

自分を肯定してもらえたようなどこかほっとす

る空気があって、私は包まれるような気がいた

しました。 

  今生きている誰もがどこで暮らしていてもほ

っとできる環境で生きられる、そんな社会を私

は望んでいます。けれども、現実に耳が聞こえ

なかったり、目が見えなかったり、体や心に不

自由さを抱えて生活する方々は、まだまだほっ

とできる環境には遠いと感じていらっしゃいま

す。 

  ことし４月１日から施行されました障害者差

別解消法は、「全ての国民が、障害の有無によ

って分け隔てられることなく、相互に人格と個

性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向

け、障害を理由とする差別の解消を推進するこ

とを目的」として制定されたものです。この法

律を現実のものとしていくための一つとして、

言語としての手話がどこでも使える寒河江市の

環境づくりを進めることは、とても大切なこと

と考えます。 
  ２年前の６月議会でも取り上げました内容で

すが、そのときと今とでは状況も変化している

と思います。そこで伺います。現在の全国での

手話条例制定自治体の状況をまず教えていただ

きたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 おはようございます。 

  遠藤議員からは、手話条例の制定ということ

で御質問をいただいて、26年の議会でも御質問

をいただきましたが、現在の全国的な取り組み

の状況についてどうかということでございます。

一般社団法人全日本ろうあ連盟という団体のほ

うが平成22年度から手話言語法制定推進事業と

いう取り組みを積極的に展開していただいて、

その中で各地方自治体においても手話言語条例

の制定をする動きが活発化している状況でござ

います。 

  状況でございますけれども、平成25年度末で

は全国で４自治体が条例制定ということであり

ましたが、26年度末では18自治体、27年度末で

は47の自治体、今年度８月現在では52の自治体

が制定しているという状況になってございます。 

  この52の自治体のうち県レベルが８自治体、

市町村が44市町村ということになっております。

ちなみに、山形県は、県も含めて県内は制定を

している自治体はございません。 

○國井輝明議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 今年度は52の自治体が手話条

例をつくったというお話でございました。２年

前とは大きく進歩しているなと感じております。 

  さて、「手話言語法制定を求める意見書」自

治体議会請願運動は、2016年３月３日、栃木県

芳賀町議会で採択されたことを受け、意見書採

択率100％達成しました。意見書採択率100％達

成は、過去にも例のない数字であり、手話言語

法制定を望む国民、市民の総意であると言えま

す。また、地域において手話言語に関する施策

を整備していく動きが広がっております。 

  ことし７月21日、手話を広める知事の会設立、

手話言語フォーラムが開催されました。35の道

府県知事が参加して設立総会を行い、正式に会

が設立されたとのことです。山形県の吉村知事

もその会の１人となっております。 
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  ことし１月５日の山形新聞に、「知事の記者

会見手話通訳導入 ネット中継に対応」という

記事が載っておりました。吉村知事は、「障が

いのある方にも発信し、県政を身近に感じてほ

しいと考えていた。実現できてよかった」と話

しています。聾者の方からは、「高齢の方はイ

ンターネットを見られない人も多くて、できれ

ばテレビでも通訳を導入してほしい。けれども、

それでもこの前進はすばらしくうれしい」と話

しております。 

  また、ことし６月９日付の山形新聞には、手

話言語法制定目指し、山形、鶴岡、新庄、長井

の各市を含む全国250の市区長が６月８日、全

国手話言語市区長会を設立したと報道していま

す。会長に就任した北海道石狩市の田岡克介市

長は、手話をもっともっと多くの人が理解でき

るようになれば社会は変わっていくだろう、こ

う挨拶しております。このような一連の動向を

市長はどのようにお感じになるか伺いたいと思

います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御案内のとおり、寒河江市にお

きましても平成26年の第２回定例会におきまし

て手話言語法制定を求める意見書の提出に関す

る請願が出されて採択をされているわけであり

ます。遠藤議員御指摘のとおり、ことしの３月

までに全国全ての中央議会で意見書が採択され

ているということでございます。 

  このことについては、全ての障がい者の皆さ

んは、可能な限り、言語、手話を含めて、その

他の意思疎通のための手段についての選択の機

会が確保されるとともに、情報の取得または利

用のための手段についての選択の機会の拡大が

図られることというふうに定められた改正障害

者基本法の趣旨が十分普及、浸透して、聾者の

方にとっても手話は聞こえる人の音声言語と同

様にコミュニケーション手段としての大切な言

語であるということについて、全国の地方議会、

そして議員の皆さんが十分理解をされた結果で

あるというふうに認識をしております。大変喜

ばしいことではないかというふうに認識をして

おります。 

○國井輝明議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 全国で52の自治体が手話言語

法制定に向けて100％の採決をしたということ

は、大変喜ばしいことだというお話でございま

した。 

  ことし施行されました障害者差別解消法は、

聾者にとっても希望であり、光であります。し

かし、中山町の手話言語条例の制定についての

要望書を見てみますと、聾学校では手話を禁止

され、社会では手話を使うことで差別されてき

た長い歴史があります。ことし４月に施行され

た障害者差別解消法だけでは、私たちのコミュ

ニケーションは保障されませんという箇所が書

いてありました。障がいがある人もない人も、

対等平等に生活できる環境づくりは当然のこと

であり、そのような考え方を広めていくことは

行政の責務と考えますが、いかがでしょうか。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 遠藤議員御指摘のとおり、障が

いがある方もない方も対等平等に生活できるよ

うな環境づくり、そしてその啓発活動というの

は、大変行政にとって重要な役割ではないかと

いうふうにも認識をしているところでございま

す。 

  ことしの３月策定をいたしました寒河江市の

第３次の障がい者基本計画がございます。御案

内かと思いますが、この中でも基本理念として

「障がいの有無にかかわらず、全ての市民が互

いに人格と個性を尊重しあいながら、生き生き

と安心して暮らすことのできる共生社会の実

現」を目指すというふうにしているところでご

ざいまして、その計画の柱の一つとして「地域

で支えあうバリアフリー社会の実現」というも

のを掲げております。障がいの有無にかかわら
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ず誰もが安全に、そして安心して生活できるよ

うにソフト、ハード両面にわたる社会のバリア

フリー化を一層推進して、地域社会全体で支え

合う仕組みの構築に鋭意取り組んでいくという

ことにしているところでございます。 

  そのための具体的な施策として、情報を使い

やすくする、いわゆる情報のアクセシビリティ

ーの推進というものを進めていこうとしており

ますし、また手話、それから要約筆記、点訳、

代読、代筆など障がいに合わせたさまざまな意

思疎通の支援というものをさらに充実していく

必要があるというふうに認識をしているところ

でございます。 

○國井輝明議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 情報を使いやすくしていくこ

とは重要な役割である、そしてまた地域で支え

合うバリアフリーの社会の実現に向けて力を尽

くしていきたい、そのようなお話でございまし

た。 

  ことし７月、相模原市の津久井やまゆり園で

多くの障がい者が犠牲となった事件に衝撃が走

りました。障害者の生活と権利を守る全国連絡

協議会の副会長であります新井たかねさんは言

います。「生命と人間の尊厳を守ることは、政

治と行政の最も根本的な責務です。この痛まし

い事件を契機に、障がいのある人もない人も、

公的な保障のもとで、さまざまな生き方を認め

合い、支え合い、学び合い、成長し合う社会を

実現していきたい」、そう語っております。私

もここにおいでの皆さんも全く同感であると思

います。 

  来年は山形でろう教育を考える全国討論集会

が開催されるということです。もちろん手話を

覚えることが最終的な目的ではなくて、共生社

会、ともに生きる社会を目指す、これが、その

ことこそが大きなロマンだと私は思います。そ

の大きなロマンに向かって進んでいくわけです

けれども、全国に先駆けて手話言語条例を制定

し、全国の注目を集めている鳥取県で、それに

携わってきた障がい福祉課の担当職員は、「最

終的には国のレベルで手話言語法が制定される

必要がありますけれども、最初に手話条例をつ

くった自分たち自治体としては、先進的な施策

を進め全国に広めていきたい」と語っています。 

  そこで、寒河江市でもぜひ手話条例を制定し

てほしいとこう考えますが、いかがでしょうか。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 遠藤議員からは、ロマンを実現

に向かって進めていく必要があるというお話が

ありましたが、行政、政治はそのロマンを実現

する大きな役割を担っているんだということを

改めて肝に銘じさせていただければというふう

に思います。 

  先ほど来、遠藤議員もおっしゃっていますが、

私からも御答弁申しあげましたとおり、ああい

う事件などはあってはならないわけであります

ので、我々としても障がいのあるなしにかかわ

らず生き生きと安心して暮らせる共生社会の実

現のためにどうしていくかということを考えま

すと、やはり、先ほども若干申しあげましたが、

コミュニケーションの確保、手段の確保という

のは大変重要な役割を担っていくんだろうとい

うふうに思いますし、聾者の方にとって手話は

言語であるということについても十分理解をし

ているところでございます。 

  寒河江市でも手話言語条例を制定してはどう

かということでございます。全国の地方議会で

採択になっているわけでありますが、なかなか

国のほうでの法制化が進んでいかないところで

あります。そういう我々としてもそういう状況

などもつぶさに見させていただきながら、また、

県内の動きなどもいろいろお伺いをしますと、

県のほうは障がい者差別解消条例を制定してい

るわけでありまして、各自治体の中でも差別解

消条例の取り組みなどについても検討している

ところがあります。 
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  そういう状況などもいろいろ我々のほうで研

究をさせて、調査をさせていただきながら、先

ほど申しましたが障がい者の基本計画を定めた

わけでありますので、第３次の基本計画の趣旨

も十分踏まえながら条例化の必要性について、

もちろん市民の皆さんの理解ということが大前

提でありましょうから、そういった意味での啓

発なども十分進めながら、また関係団体の皆さ

んの御意見などもお伺いした上で、その制定に

ついては検討を進めていきたいというふうに考

えているところでございます。 

○國井輝明議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 山形県の動向の中には、この

手話条例制定を目指している動きもあるという

ことですし、寒河江市としましても障がい者基

本計画というものに沿って広く地域の皆さんに

も啓発していく必要があると感じているという

お話でございました。 

  そして、地域に住む皆さんの考え、それから

もちろん当事者の方の考えも広く聞いて、社会

的なバリアフリーが本当に実現できるように検

討を進めていくというお話でございましたので、

これはぜひ十分に検討していただき、聾者の方、

そして広く市民の皆さんにも理解が深まります

ように私は願いたいと思っています。そのため

に一緒に力を尽くしていきたいと思っています。 

  先ほど鳥取県で全国初のイベント、ありまし

た。手話パフォーマンス甲子園というのがあり

ました。おととしの26年11月23日に行われまし

た。41のチームの応募があって、大変感動的な

大会になったとのことです。高校生のエネルギ

ーが熱く熱く燃え上がって、その後も高校生同

士の交流が続いているということです。 

  私は、手話も若いうちから覚えたほうが身に

つくと感じています。幼稚園から小、中、高と

学校で体験学習として手話を学んでいるところ

や、地域の町民サークルの指導で「ふるさと」

の歌を手話などでコーラスしたりしているとこ

ろがある、そういうところがふえているという

ことは、そういう情報は大変心強いものです。

さらに、病院や企業などでも手話を使える人が

もっともっとふえて垣根が取り払われていくの

なら、寒河江市はもっともっと温かい、住みや

すいまちになるのではないでしょうか。 

  行政はそれを促進する必要があると思います。

ぜひこのことも頭に、心にとめていただいて、

頑張って検討していかれますことを希望します。

よろしくお願いいたします。 

  私は、２年前の議会でもお話ししましたけれ

ども、鳥取県が一番早い県として手話条例を制

定しました。そして、そのときに三重県の松阪

市というところも手話条例を早く、先駆けてつ

くったということをお話ししました。それで、

手話条例ができてからとできる前と、どのよう

な違いがありますかということをお電話で聞い

てみました。そうしましたら、市民の皆さんが

手話を教えてほしいという方がたくさんふえま

して、ボランティアの方もいっぱい、聾者の方

と一緒に駅の切符を買う体験を一緒にしたり、

それからお寺、お参りを一緒にしたりして、ど

のようなことが不便なのか体験した、そういう

ことが広がってきているというお話をお聞きし

ました。 

  また、当事者の聾者の方からは、具体的なこ

とで言えば、バスを待っているときとか、山形

の駅のように「次に来ますよ」「電車が来ます

よ」と電気がピカピカつくという、そういうこ

となんかも広くまちの中で取り上げていってほ

しい、そういう要望も聞かれております。 

  それと、もう一つ、数カ月後には市長選挙も

ありますけれども、その選挙の公約ですね、思

いですね。それを聾者の方も聞きたいと言って

いるんであります。それで、手話通訳の方はま

だまだ少ないですから、みんなを集めて同じと

ころで市長の考えとかを通訳して、皆さんにわ

かってもらうような努力をしてほしいというよ
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うなお話もされました。 

  また、２年後の私たち議員の一斉地方選挙の

ときでも、その一人一人の議員の考えをもっと

聾者にも、それからほかに障がいをお持ちの方

にもわかるような施策、それを進めていってほ

しいんだという切実な願いが寄せられておりま

す。これもあわせてぜひこれから考えていって

いただきたいと思います。 

  そのことで、この寒河江市が本当に心の温ま

る、住みやすい市になることを望みまして、こ

の通告番号10番の手話条例制定についての質問

は終わります。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

  次に、通告番号11番、安全な市民生活を守る

ことについて。熊などによる被害の現状と対策

について伺います。 

  先日１日の古沢議員の質問にもありました、

鳥獣被害についての質問がありました。ですの

で、きょうは重複しないような質問をしたいと

思います。 

  先日、用事で白岩に行ったとき、畑の果樹が

熊に食べられて困っているというお話を聞きま

した。実際に現場に出向いてタヌキの足跡、そ

れから熊の足跡を見たのですけれども、熊はそ

の後もやってきまして、梨を食べていったとい

うことです。そこで、まず熊による被害の状況

をお伺いしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 野生鳥獣による被害状況という

ことでお答えをいたしますが、まず全体的な傾

向からお答えをいたしますと、平成27年度の実

績でありますけれども、山形県全体の被害額と

いうのは５億8,100万円というふうになってお

ります。県全体ですね。この額というのは、最

も被害が多かったのは平成16年、13億900万円

ということでありましたから、実に44%に減少

しているという状況でありますし、寒河江市に

おいても平成27年度の被害額は、先般お答えを

しましたが5,050万円ということで、これは平

成16年の被害額が１億円でありましたから、約

半分というふうになっております。全体の被害

額が、鳥獣全体の。 

  しかしながら、熊についてはその被害額は

年々増加をしているという状況であります。平

成27年度が990万円、熊による被害というふう

になっております。これもお答えをいたしまし

たが、その990万円の内訳、品目別というんで

すかね、内訳を申しあげますと、さくらんぼに

ついてが380万円、ブドウについてが430万円、

スモモが180万円ということに主なものがなっ

ているところでございます。 

  熊の出没については、ブナが豊作の年の翌年

は個体数がふえるために多くなると言われてお

りまして、実は昨年が豊作の年であったという

ことでありますから、ことしがふえるという状

況にあろうかというふうに思います。これは、

過去においても平成18年に全国的に熊の出没が

多発したという例がありますから、それが裏づ

けているところでございます。 

  また、ことしは熊の餌となるブナの凶作が予

測されるというようなところでありますので、

これからキノコ狩りなどで入山の機会が多くな

る秋の出没数も増加が懸念されているという状

況にあろうかというふうに思います。 

○國井輝明議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 ブナの凶作ということで、被

害が大きくなる可能性があるということでござ

いました。地元の方から、出没した地域だけの

問題にしないで、市全体の問題として考えてほ

しいんだというような要望がありました。この

点についていかがでしょうか。まずお聞きした

いと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 熊の要するに捕獲ということだ

ろうと、御質問の趣旨はですね、だろうという

ふうに思いますが、地元からの要請に基づいて
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緊急性とか必要性などを判断して、捕獲などの

許可を得て、実際はわなの設置をするというこ

とにしているところであります。 

  わなの設置には、熊の場合は１カ月間の設置

期間というふうになりますので、鳥獣被害対策

実施隊による設置でありますとか、見回りなど

にしていただくということになりますから、そ

ういう意味でぜひ地元の方の要請を受けてとい

うふうになっているのが状況でありますし、も

ちろんいろんな経費もかかっていくところであ

りますから、限られた予算と人員なども限られ

て、それからわななども限られているというと

ころでありますから、地元の皆さんと我々行政

もいろいろ連携をしながら、効果的に対策に取

り組んでいるという状況にあろうかというふう

に思います。 

○國井輝明議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 大体熊などが出没する場所と

いうのは山手のほうでありますけれども、この

わなですね、15万円くらいかかるということを

お聞きしました。それを町会で負担をするとい

うことですとかありますね。それで、その負担、

１万5,000円くらいですね。そういうこともあ

わせまして、やはりもっと地元の方はそういう

苦労もされておりますので、その御苦労を軽く

していくというような支援が必要というふうに

言われました。 

  それで、まず「わなをしてくれ」と言ってか

ら、十日もたった後に終わっていたということ

を聞いて、十日も前にわなを仕掛けていただい

ていたのに、実際にはわからなかったというよ

うな行き違いとかもあります。ことし、猟友実

施隊という方が頑張って毎日毎日御苦労されて、

していただいておりますけれども、そのような

行き違いというようなことが、できればないほ

うがお互いのためになるわけですので、そうい

うことのないように、それからもっともっとス

ムーズな進め方といいますか、そういうことを、

改善策はどのようにお考えなのか伺いたいと思

います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 地元の要請に基づいて迅速な対

応をという御要望かというふうに思いますけれ

ども、ほかの鳥獣と違って、熊の場合は農作物

だけでなくて人的な被害のおそれもあるという

ことでありますから、これは迅速な対応がやっ

ぱり必要だというふうに思いますし、行き違い

があったとしたら、それはなくしていかなきゃ

なりません。 

  我々もそういうことがないように取り組んで

いるところでありまして、寒河江市の場合、町

会などから捕獲の要請があった場合には速やか

に現場確認をさせていただいて、それから市の

関係各課で庁内会議をして、それから対応を協

議し、そして具体的に対応していくということ

になると出没場所への注意喚起の看板を設置し

たり、あるいは防災無線とかそれから広報車、

チラシなどによって地域の皆さんへ周知をする、

さらに学校、保育所、子供さんへの対応への連

絡、そして必要に応じてはスクールバスでの送

迎なども検討していくということになって、そ

して実施隊による捕獲という段取りで進めてい

るところであります。 

  最近の例で言いますと、白岩の楯町会から８

月の18日に要請を受けて、同日、同じ日に現場

確認、庁内会議、広報連絡を行って、翌19日に

捕獲許可の取得、それから実施隊の手配を行っ

て、その次の日20日にわなの設置をしていると

いうところでございます。また、先般ですが、

幸生町会から９月１日に要請を受けて、同日中

に現場確認、庁内会議、広報連絡を行って、翌

２日に捕獲の許可を取得して実施隊の手配をし

て、その次の日３日にわなの設置を行っている

ということで、できるだけ迅速に対応をしてい

きたいというふうに思います。 

  今後とも引き続き迅速かつ効果的な対応を、
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いろいろ地元の皆さんの声などもお聞きしなが

ら、対応していきたいというふうに思っている

ところであります。 

  それから、先ほどわなの設置について全体的

に経費は15万円ぐらいかかっているわけですね。

また、おとり餌であります蜂の巣の経費として

約１万5,000円、先ほど御指摘ありましたが、

そのぐらい必要になってきているところでござ

います。そういうことで、現在はおとり餌代の

負担というものを地元にお願いをしているとい

う形になっています。 

  なお、この地元の負担の件については、ほか

の自治体の状況などを調査した上で、その負担

の軽減について検討していかなければならない

というふうにも思います。いずれにしても地域

の皆さんと一緒になって取り組んでいきたいと

いうふうに思いますので、御理解を賜りたいと

いうふうに思っております。 

○國井輝明議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 できるだけ迅速な素早い対応

をしていきたいというお話でございました。地

元の皆さんの声を聞いてもらって、円滑にスム

ーズに進んでいけるように期待したいと思いま

す。 

  それで、耕作放棄地というのがあって、普通

の民家と耕作地の、農地の見分けがつかなくな

ってきているという状況がございます。その荒

れ地の整備というのはどのようにお考えになる

か伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 耕作放棄地の問題というのは、

御質問の鳥獣被害の問題にかかわらずと申しま

しょうか、もう少し、中山間のみならず市全域、

広域的な、そして基本的な課題だろうというふ

うにも思いますし、そういう意味で農業者の皆

さんの高齢化やあるいは後継者不足、営農形態

の変化などさまざまな要因によって耕作放棄地

の問題が惹起しているというふうにも思ってい

るわけでありますが、事、鳥獣被害に対応して

取り組むということに限定してお答えをすれば、

定期的なそういう耕作放棄地などについてもパ

トロールをして、重ねながら、また所有者への

啓発あるいはいろんな耕作放棄地をどういうふ

うに持っていくかなどについては少し時間がか

かりますけれども、いろんな支援制度なども含

めて所有者の皆さんあるいは地域の皆さんにも

お話を申しあげて、何とかそういう工夫をして

解消していくという取り組みをさせていただい

ているところでございます。 

  そういう意味で、時間がかかると言えばかか

るわけでありましょうけれども、後継者の育成、

さらには農地保全の総合的な取り組みなども含

めて耕作放棄地の解消を進めながら、またこの

有害鳥獣対策などにも資していければというふ

うに思っているところでございます。 

○國井輝明議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 そうですね。耕作放棄地を皆

さんと一緒になって知恵を出し合って考えてい

く、それから鳥獣被害だけでない広い視野に立

った対策が求められているという認識だという

ことでございます。熊にとってもおいしい果物

などの味がわかってしまいますと、どうしても

来てしまいますね。そこの区別、それから熊は

熊できちんと生きられるような、すみ分けとい

うんですか、この前の質問のお話の中にもあり

ましたけれども、そういうことも必要になって

いくというお話でございます。 

  ７月21日、寒河江の園芸試験場で第３回鳥獣

被害対策指導者養成講座研修会というのが行わ

れたとお聞きしました。そのときの資料も見せ

ていただいたのですけれども、それによります

と熊やイノシシの各種侵入防止柵というものの

つけ方の研修というのも行われたということで

す。この電気柵といいますのは、大変効果の、

役に立つものだというふうに聞いておりますけ

れども、具体的な対策としてどのようにお考え
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になっているのか伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 遠藤議員御指摘のとおり、現在

のところこの電気柵の設置が大変最も直接的で

効果が高いというふうに言われているわけであ

りますので、寒河江市としても農家、農業者の

皆さん御自身が自主防衛の対策としてこの電気

柵の設置について取り組んでいただけるように

していきたいというふうに思っておりますし、

そのための鳥獣被害軽減モデル事業による導入

費用の支援などもさせていただいておりますし、

また先ほどもお話ありましたが、電気柵の設置

の講習会なども取り組んで、啓発活動の充実を

しながら積極的に普及を図っていきたいという

ふうに考えているところであります。 

  ちなみに、９月の来る16日は平塩地区の農地

を会場にして、この電気柵の設置研修会などが

予定されているというところでございます。 

○國井輝明議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 電気柵の活用をしていくとい

うことでございましたけれども、これは補助と

いうものがあるやにお聞きしましたけれども、

それはどのように、どのくらいの補助があるの

かわかりましたら。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 大変失礼しました。県と市が４

分の１ずつということで、合わせて２分の１程

度の補助になっております。 

○國井輝明議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 わかりました。４分の１ずつ

の補助があって、本人の負担が半分ということ

ですね。 

  先ほども市長がおっしゃいましたけれども、

なるべく市民の方の負担を軽くしていくという

ようなお考えでいらっしゃいますので、これを

さらに進めていって、補助額でも多くしていく

ですとか、とにかく市民の、当事者の負担がな

るべく軽くなるような対策をよろしくお願いし

たいと思います。 

  秋になりますと、農繁期になりまして早朝か

ら農地に出る機会がふえていきます。また、一

方、熊は冬眠に備えて餌を求めて活発に動き回

っていきます。人と熊が鉢合わせになって、大

変危険なことになる。山形新聞にも毎日のよう

に熊の報道が載っておりますね。ですので、先

ほど市長もおっしゃいましたけれども、人身の

被害があってからでは遅いので、その人身の被

害がないような最善の対策を進めていかれます

ようにお願いしたいと思います。 

  熊も必死で生きておりますし、保護動物にも

なっておりますね。知恵を出し合って、お互い

にすみ分けできるように、そんなまちづくりを、

安全で安心なまちづくりをしていかれますこと

を望みます。そして、先ほども言いました障が

い者にも優しいまちづくりをどうかこれからも

っともっと進めていっていただきますことを重

ねて要望いたしまして、私の一般質問を終わり

ます。ありがとうございました。 

 

柏倉信一議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号12番、13番について、

13番柏倉信一議員。 

○柏倉信一議員 おはようございます。 

  ただいま華麗な遠藤議員の手話をお聞きしま

して、また熱の入った一般質問を拝聴したわけ

ですが、きょうは非常にやりづらいなと。でき

たら、私の順番を変えてほしいなと思いながら

聞いておったわけですけれども、そうもまいり

ませんので、気を強く持ちまして一般質問に入

らせていただきたいと思います。 

  危機管理対策について質問をさせていただく

わけですが、御案内のとおり８月30日、台風10

号が東北、北海道を襲いました。1951年の統計

開始以来、初めて東北地方に上陸。日本付近で

発生した台風としては11日と３時間という、46
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年ぶりに長寿記録を更新。岩手県、北海道など

を中心に甚大な被害をもたらしました。 

  このたびの災害対応について自治体の対応が

さまざま報道されていますが、岩手県岩泉町と

北海道南富良野町の対応は対照的となっており

ます。避難勧告を発することなく台風が通過し

た岩泉町、現時点で13名の死者、行方不明者も

数名おると報道されております。一方、南富良

野町は大規模な浸水被害が予想された200軒を

超える集落の一軒一軒に電話で職員が避難を指

示。電話の通じない家庭には職員が訪問し避難

をしていただき、死者はなかったとのこと。も

ちろん、現在の報道だけではわからない事情も

当然あると思いますが、災害時における対応の

難しさ、重要性を痛感させられます。 

  話は変わりますが、先般我が寒河江市で火災

がございました。鎮火まで３時間以上となった

わけですが、発生場所が私の地元であり、現場

にとりあえず駆けつけましたところ、市長もほ

どなく現場に来られました。時間帯がちょうど

昼食時で、30度を超える炎天下だったわけです

が、現場に到着した市長はちゅうちょすること

なく田んぼのあぜ道を１人歩いて、火災の中心

に進んでいかれました。有事において先頭に立

って対応するという強い意志のあらわれではな

いかと思い、共感を覚えました。 

  これから質問に入らせていただきますが、き

っと私の意図するところ、御理解をいただける

ものと確信をしております。 

  さて、通告番号12番についてであります。大

規模な災害、洪水、地震、土砂崩れなどの発生

時において対応を検討する上で、行政側にとっ

ても市民にとっても大切な資料となるのはハザ

ードマップなわけで、このたび国土交通省など

の新たな情報発信に伴いハザードマップを新た

に作成されるようですが、進捗状況と掲載内容

はどのようなものを考えておられるのか伺いま

す。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 今あるハザードマップというの

は、これですけれどもね、平成20年の３月に策

定をしたものであります。内容については、最

上川、寒河江川については100年に１回、それ

から沼川については50年に１回の大雨に対する

浸水想定区域と避難場所の地図を中心にしたも

のでございます。いわゆる洪水のハザードマッ

プということで、Ａ１判というんですかね、裏

表の地図になっているところでありますが、今

年度新たに策定をするマップというのは、洪水

だけでなくて土砂災害、それから地震、先ほど

ありました火災など全ての災害について掲載を

する、いわゆる総合的な防災マップを計画して

いるところでございます。 

  今、見本的なものがありますが、こういう感

じになって冊子になっていくというふうに思っ

ております。そして、住宅地図のような地図も

あるというふうに、見開きになる予定にしてい

るところでございまして、内容的にも例えば地

震発生時の時間経過別の行動マニュアルなどに

ついても盛り込むということで、もちろん充実

した内容にしていきたいというふうに思います

し、また熊本地震などでも話題になりました市

内の活断層などについては、山大の先生に依頼

をして現地調査を行って、震度分布図とともに

より大きい尺度の地図に表記をしていくという

ことを計画しているところでございます。 

  今、全体の構想はまとまっておりまして、土

砂災害などのデータもそろっている状況であり

ます。国交省が見直しを行っている浸水想定区

域については、今月中に公表されるという見込

みでありますから、その後情報を原稿作成に進

めていくという状況になっているところでござ

います。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 今、答弁をいただいたわけです

けれども、災害というのは多種多様にわたって
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いる関係上、そのようなことも十分踏まえたハ

ザードマップを検討されるということでござい

ますので、でき上がりを私も楽しみにさせてい

ただきたいなというふうに思って拝聴しており

ました。 

  昨年９月発生の関東・東北豪雨では、鬼怒川

の氾濫により広範囲な地域で浸水被害がござい

ました。床上浸水約4,400戸、床下浸水6,600戸、

自宅の２階などで孤立して救助された人は

4,400人に及びました。この災害において、常

総市の洪水ハザードマップでの想定浸水エリア

と実際の浸水地域はほぼ一致していたにもかか

わらず、4,400人もの救助者が出てしまったと

いうことは、せっかくつくった常総市のハザー

ドマップは余り活用されていなかったというふ

うに考えられるのではないでしょうか。 

  そこで、本市で新たに作成するハザードマッ

プをどのように市民に周知徹底を図られるのか

伺います。ＩＣＴの時代であり、こうしたデー

タをスマホ、タブレットなどに取り込めるよう

にすることと、逆にＩＣＴを苦手とする高年齢

層に周知を図ることも真剣に取り組むべき課題

と考えます。また、自主防災組織との連携など

はどのように考えておられるのかお伺いをいた

します。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 新しい防災マップについても、

もちろん全戸配布して周知を図ることにしてお

ります。もちろん、これはつくるのが目的では

ありませんので、それをやっぱり市民全員が理

解をして役立てていただくということが目的で

ありますから、全戸配布と同時にＰＤＦ化をし

て、市のホームページなどにも掲載をして、パ

ソコンやスマートフォンなどでもごらんいただ

けるようにしていきたいというふうに考えてお

りますし、また御指摘のとおり高齢者などの皆

さんにも配慮という点では、先ほどお示しをし

ましたが、新しいマップはＢ４判の冊子で文字

を大きくして、また地図を分割して大きい尺度

で見やすくするというふうにしているところで

ありますし、できるだけわかりやすい表現、内

容にもつくっていきたいというふうに思います。 

  さらに、新しいマップには災害の備えあるい

は災害に遭ったときの行動などできるだけ丁寧

に、具体的に記載をしていくことにしておりま

すし、そういう意味では、この地域の自主防災

組織の皆さん方の災害学習あるいは防災訓練な

どでも大いに活用していただけるよう、有効な

利活用というものを想定してつくっていければ

というふうに考えているところでございます。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 答弁をいただいたわけですけれ

ども、いろんな報道の話を聞いておりますと、

人というのは逃げるのを嫌うというようなこと

がよく言われておるわけで、そういう意味でい

かに大変な状態になるのかということを周知徹

底しないと、なかなか逃げていただけないとい

うか、そういうような嫌いもあるわけで、非常

に難しいなというふうに感じるわけですけれど

も、当然のことながら災害時においては多くの

手荷物を運んで逃げるというのは非常に難しい

わけで、多くの情報を集約できるスマホなどは

大変便利なもので、私もハザードマップをスク

リーンショットしてタブレットに入れて常に持

ち歩くことで、災害に備えているつもりでござ

います。 

  こうしたスマホ等を初めとするＩＣＴの災害

時における活用法というのは、これから大きく

変わってくるんではないかなというふうに考え

られるわけで、非常時に被災された方々は何を

今望んでいるのか、不足している物品は何かと

いうものを把握する上で、スマホ等々の端末を

経由してどんなことが検索されているかを知る

ことで、求められているものを把握できる時代

だというふうに私は考えております。 

  熊本地震の際に、スマホから数多く検索され
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た項目は「コンビニ」「ガス」「水道」この３つ

だったというふうに言われております。なぜコ

ンビニ、いわゆるセブンイレブンが検索された

かというふうにいいますと、「政府が70万食の

食料をコンビニに配付」というような発表をさ

れたというようなことで、どこのコンビニに行

けば食料が手に入るのかを知るために検索され

たと。 

  時間の関係上、ガス、水道の説明は省略しま

すが、こうしたことなどを行政側は考えずに情

報発信をしている。何を検索しているのかなん

て知る由もないわけですけれども、そういう状

態の中で一方通行で情報発信をしている背景に

は、こういうようなことが起きてくるというよ

うなことで、要約して申しあげますと、検索数

の多いものが早急に必要とされていることなの

で、これをリアルタイムで把握できれば混乱に

いち早く対処できるということになるのかなと。

今後においては、災害時も情報統括責任者的な

人間を指名する必要も生まれてくるのではない

かなというふうに思っておるところです。 

  しかしながら、先ほど来申しあげましたとお

り、こういう現象とは反対に、こうしたこと、

いわゆるスマホにしてもタブレットにしてもＩ

ＣＴを苦手とする高齢者などには、ハザードマ

ップや災害における対応のやっぱり周知を図っ

ておかないとなかなか難しいのかなと。市長の

答弁にもあったとおりであるわけですが、自主

防災組織なんかを有効に活用しての周知の徹底、

訓練などを行うことがやっぱり大事なのかなと

いうふうに思うところであります。 

  昨今は情報社会になって、すごい勢いで情報

が飛び交っているわけですけれども、デジタル

ディバイドといいますか、いわゆる情報格差、

知っている者だけが恵まれて、知らない人は損

をするというようなことでは行政としてはなか

なか難しいわけで、そんなことも踏まえてぜひ

高齢者等々いわゆるＩＣＴに弱い方々に対する

周知をぜひ検討していただきたいというふうに

申しあげたいと思います。 

  次に、災害時における対応の中で本市では防

災鍋などの備品、非常時における食料等も備蓄

をされていると思いますが、これはどこに何を

どれぐらいの数量が確保されているのか、わか

れば県の備蓄品なども含めて御質問をさせてい

ただきます。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 災害時における備蓄品について

御質問ありましたが、ちょっと長くなりますけ

れどもお答えを申しあげたいと思います。 

  寒河江市では、地区公民館３カ所、小学校10

カ所、中学校３カ所、それと市民体育館の合計

17カ所に防災倉庫を設置しているところでござ

います。この備蓄品の数量については、山形盆

地断層帯の地震が冬早朝に発生した場合、最も

多くの避難者の数になるという県の調査で想定

されておりますので、そういったことを想定し

てその数である5,256人という数を基準として

計算をしているところでございます。 

  防災資機材の数量でありますが、防災倉庫の

総数として発電機、ガソリン携行缶、コードリ

ール、テントがそれぞれ24基、それに投光器が

48基、それから簡易担架17基、毛布が1,340枚、

アルミブランケットが1,300枚、それから簡易

トイレ２万個、間仕切り72個の備蓄があるわけ

であります。 

  また、食料品については、先ほど御質問にも

ありましたが、我々としてはあの大きな災害を

受けておりませんので、東日本大震災を経験し

た自治体が策定をした備蓄計画などを参考にし

ているところでございます。それでは、避難者

の約70％の方は３日間の非常時の食料を備えて

いる、持っているということになっているとこ

ろでありますし、またコンビニの話がありまし

たが、災害協定事業者が備蓄をして、いわゆる

流通備蓄が大体18％というふうになっておりま
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すので、残りの52％分を市が備蓄するという計

画であります。３日分であります。４日目以降

については、各地のほうから送られてくる支援

物資の活用あるいは新規購入ということで計画

をしているところでございます。 

  当初、備蓄計画については27年度から30年ま

での４カ年でそろえる予定をしておりましたが、

熊本地震なども考慮して前倒しして、来年度ま

ででそろえたいというふうに思っているところ

でございます。 

  現在の備蓄状況でございますけれども、飲料

水として500ミリリットルペットボトルが、ち

ょっと細かくなりますが、各公民館単位に申し

あげますと柴橋地区公民館が456本、西部地区

公民館が1,200本、またパンが柴橋地区公民館

に120食、西部地区公民館に192食、またビスケ

ットが柴橋地区公民館に96食、西部地区公民館

に96食、またアルファ米が南部地区公民館に

150食、柴橋地区公民館に300食、西部地区公民

館にも300食ということで、備蓄を現時点では

しているところでございます。 

  また、食品類については保存期限が５カ年と

いうことでありますので、地域あるいは市の防

災訓練などで活用しながら計画的に更新をして

いくということにしているところでございます。 

  なお、県の備蓄品についてもお尋ねがありま

したが、管内では村山総合支所西庁舎のほうに

アルファ米が6,000食、飲料水が2,400本、毛布

が425枚、防災シートが125枚、トイレセットが

2,400セット、避難用テント５基が備蓄されて

いるというふうに聞いているところでございま

す。以上であります。 

○國井輝明議長 お待ちください。 

  この際、暫時休憩いたします。 

  再開は11時５分といたします。 

 休 憩 午前１０時５１分  

 再 開 午前１１時０５分  

○國井輝明議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  柏倉議員。 

○柏倉信一議員 詳細に答弁を頂戴いたしました。

かなりの数量だなというふうにお聞きをしてお

りました。しかしながら、それだけのものを常

時確保するのも、予算的にも大変なものだなと。

なおかつ、いつでも使えるというような状態に

なっていないと大変だというようなことで、非

常に難しい部分があるわけですけれども、やっ

ぱり災害というのはどこの自治体、いわゆる災

害に遭った自治体の話を聞いてもそんなことは

想定していないというか、想定する可能性とい

うのは非常に少ないというようなことが起こる

から災害が大きくなるわけで、市長の答弁にも

あったとおり常に賞味期限等々も加味しながら

保管をしていただき、また不測の事態に備えて

いただきたいなと。そうすることが、安全に市

民が暮らせるということだろうというふうに思

いますので、よろしくひとつお願いをいたしま

す。 

  市長もお示しになられましたけれども、平成

20年につくられたこのハザードマップを拝見い

たしますと、本市においては、当然今はいろい

ろ改良等々もあると思いますが、白岩地区の一

部、南東部地区が水災の可能性があると。日田

の一部あるいは新山、南部地区などがこれに当

たりまして、土砂災害は平塩地区、地震につい

ては先ほど来お話が出ておりますとおり山形盆

地活断層帯を抱えており、全市的に地震に対す

る対応は大きな問題だというふうなことになる

わけで、こうした大きな災害に見舞われた際の

復旧には民間の保険も大きな力を発揮すると言

われております。こうしたことも視野に地震保

険や水災特約といった民間保険の加入も推進す

べきと考えます。そうした意味で、民間保険の

助言などもハザードマップに掲載してはと思い

ますが、御所見をお伺いいたします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 
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○佐藤洋樹市長 御案内のとおり、熊本の地震あ

るいはそれに関連して県内の活断層の報道など

によりまして、大変市民の皆さんからも山形盆

地断層帯などの活断層については関心も高くな

っているというふうに思っております。直下型

の大型地震が発生した場合は、耐震化の状況に

もよろうかというふうに思いますけれども、ど

うしても家屋の損壊というのが生ずるわけでご

ざいます。建物等の損害があった場合に、被害

に遭われた方は災害保険に加入していれば、そ

の災害保険から保険金が支払われるということ

で、大変心強く思われるんではないかというふ

うに思います。 

  災害保険には、都道府県民共済などの火災共

済、それから損保保険会社の火災保険などさま

ざま、それぞれ特徴を持った自然災害用の保険

があるというふうにも聞いております。個々人

が合った保険を選ばれるというふうになろうか

というふうに思います。 

  新たな防災マップの中にこの災害保険の加入

促進というものをしてはどうかということであ

りますが、今計画している、先ほどお見せをい

たしましたが、ここの中にも少し、例えば我が

家の防災対策あるいはチェックなどという項目

があって、例えば家の中の安全対策とか家の周

辺の安全対策などというのを記載する予定をし

ておりますから、そういうときに例えば保険に

ついてはどうなのかなどというチェックすると

いうんですかね、そういう形では少し検討して

いきたいというふうに思います。 

  もちろん保険会社の個別に促進というわけに

もなかなか行政のマップではいきませんけれど

も、そういう準備というんですかね、そういう

ところで「されていますか」とかということは

できるのではないかということで検討させてい

ただきたいと思いますし、またこれもこれから

の検討になりますが、例えばこれに少し広告を

載せるなどということになれば、いざというと

きに活用できるような場合も考えられるのでは

ないかというふうに思いますから、そういう意

味であわせて検討はしていきたいというふうに

思います。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 御検討をいただけるということ

でございますけれども、御案内の方も多いかと

思いますけれども、地震保険というのは当然の

ことながら一般の住宅にしか該当しないという

ようなことで、またなおかつ評価額の半分しか

落ちないと、そういうような決まりがあって、

仮に住宅が崩壊しても、例えば3,000万円の住

宅であれば1,500万円が上限。これだけではち

ょっとなかなか復旧するには大変だというよう

なことで、よく3.11あたりで言われたのは借金

が残ったままで家がなくなってしまったと。 

  これではなかなか復旧できないというのは当

たり前のことなわけで、そんな意味合いも含め

て、市長おっしゃるとおり民間保険のセールス

的なことを行政がやるわけにはいかないわけで

すけれども、ただ、こういうようなことも一つ

の備えというようなことで必要ではないかなと

いうふうに思ったものですから質問させていた

だきましたけれども、昨今の民間の保険会社と

いうのはすごいなと思ったんですけれども、日

本全国どこでも自分の住所を話をすると、独自

のアプリをもって使ってアドバイスをしていた

だいて、どういうような保険に入ったほうがい

いですよというようなことで、詳細に分析して

いただけるんですね。 

  私のほうの自宅の場合、日田の字五反８の８

というふうに申しあげましたら、地震情報とい

うことでは山形盆地活断層帯南部１キロ以内に

あって、地盤はやや揺れにくく、浸水リスクが

低く、標高90.5メートル、土砂災害は非該当地

域だというふうに言われました。 

  そんなことも頭に置いて私は火災保険と地震

保険に入らせていただいて、先ほど申しあげま
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したとおり自宅は半分しか落ちないということ

なので、家財も入らせていただいて、その家財

もやっぱり半分しか落ちないわけですけれども、

足せば大体１戸分くらいの保険が落ちてくると

いうような、私の個人的な保険はそのように入

会をさせていただいたんですけれども、あえて

復旧ということに、もし被災になれば、これは

行政頼みだけでは当然のことながら限界がある

わけで、地震保険が半分しか落ちない、あるい

は一般住宅にしか該当しないという背景には、

当然のことながら広範囲にわたって地震という

のは災害エリアが広がっていくということで、

民間会社だって補償し切れないというような部

分もあってのことだというふうに思いますので、

先ほど市長も答弁の中で触れられましたけれど

も、熊本地震、事故の受付件数は21万件以上だ

というようなことで、民間保険会社は3.11の経

験等々も踏まえて、自治体よりも早く被害に遭

われたところにお邪魔をして対応した例もある

などというようなことで、こういうような事例

もあったもんだから、余り苦情が聞こえてこな

いというような部分もあったのかなというふう

に思ったもんですから、先ほど来申しあげまし

た、きょうの山新、市長ごらんになったかどう

かですけれども、２面のところに国交省が水害

時の対応に係る市町村向け啓発ビデオというよ

うなことがきょうの山新に掲載になっておりま

した。 

  私も朝、ちょっと出がけに12分ぐらいのビデ

オだったと思いますけれども、実際被害に遭わ

れた市町村の首長さんが経験等々も踏まえて助

言をしておられるというようなことで拝見をさ

せていただきました。市長も時間をつくってい

ただいて、本当に各市長さんが出られてこうい

うようなことがあった、あるいはこういうよう

な対応が重要ですよというようなことを話して

おられましたので、ぜひごらんになっていただ

ければなというふうに思います。 

  次に、通告番号13番、指定管理者制度につい

てでございます。 

  寒河江市では、現在19の団体が指定管理者と

なっているわけですが、現況と課題についてど

のようにお考えなのかお伺いをいたします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市の公の施設に係る指定

管理者制度、平成18年度より導入をさせていた

だいているところでございます。御指摘のとお

り、現在30の施設について19団体と協定の締結

を行っているというところでございます。 

  今後、新たな導入ということについては、例

えば条件が整って効果が期待できるということ

であれば検討の対象としても考えていきたいと

いうふうにも考えているところでございますが、

指定管理者の選定などに当たっては、申請団体

から出されます事業計画書などについて庁内で

組織する指定管理者審査選定委員会というもの

がありますが、そこで検討を行って決定をして

いるところでございます。 

  現況はどうか、課題はどうかということであ

りますが、御案内のとおり施設については大変

老朽化しているということで、その修繕費など

が増加をしている、また施設によっては利用者

が減少傾向にあるというようなところもござい

ます。また、例えば保育所などについては保育

士の人材確保などについても大変苦労するとい

うような状況になっているところでございます。

保育所などについては、保護者の皆さんのニー

ズなどにも十分柔軟に対応していけるように指

定管理団体と市のほうで随時協議を重ねて、共

通認識を持ちながら課題解決に向けて取り組ん

でいるという状況がございます。 

  それぞれの施設においても課題などがあるわ

けでありますけれども、共有しながら指定管理

団体と連携をしながら運営をしていただいてい

るという状況にあろうかと思います。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 
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○柏倉信一議員 この指定管理者を選定するに当

たっては、議会の議決も必要としているという

ような関係上、当然我々議員も大いに責任があ

るわけでございますけれども、この指定管理者

制度の意義というのは施設運営面でのサービス

向上、あるいはこういったことをもとにして利

用者の利便性の向上と管理運営経費の削減が上

げられておるわけで、利用者の声を反映させる

上で現在の指定管理者についてどのような検証

をされておられるか改めてお伺いをいたしたい

と思います。 

  私の考えとしては、やっぱり検証というのは

外部の組織を導入するのが望ましいというふう

に考えますけれども、いかがでしょうか。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 検証、大変大事なことだという

ふうに思いますし、今、市のほうで行っている

検証については、毎年指定管理団体のほうから

提出をされる事業報告書などに基づいて、その

報告書を担当課が評価をしているわけでありま

す。その評価結果について指定管理者、先ほど

申しあげました審査選定委員会において協議を

して、最終的な評価点というものをつけて、こ

れについては議員の皆様にも御報告をさせてい

ただいているという状況にあろうかと思います。 

  その評価基準につきましては、一般施設で申

しあげますと施設の利用実績、さらには自主事

業や独自サービスの実績、そして緊急時の対策

など53項目を基準にしております。また、保育

所にあっては保育サービスの実施状況、保護者

に対する情報の提供、さらには適正な人員配置

など10項目を評価基準にしているところでござ

います。 

  外部組織での検証ということの御提案がござ

いました。いろいろな取り組みがあろうかとい

うふうに思っているところであります。現在は、

保育所におきましては保護者アンケートを実施

して運営に反映をさせていただいておりますし、

市民浴場においては利用者アンケートを行って

サービスの向上に努めているところでございま

す。ほかの自治体の例などを見ますと、評価会

議というものを設けてメンバーに外部有識者を

含めている場合もあります。そういう意味で、

それぞれの施設の設置目的などを考慮しながら、

外部評価制度についても広く検討していければ

というふうに思います。また一方で、例えばモ

デル的に担当課が評価をする際に外部のアドバ

イザーから意見をいただく仕組みなども検討で

きればなというふうに思っているところでござ

います。 

  いずれにしても各施設において指定管理者制

度の趣旨を十分踏まえながら、利用者の声を大

いに反映をして、利便性の向上、そして運営経

費の削減が図られるよう鋭意努めてまいりたい

というふうに考えております。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 この質問をさせていただいたの

は、誤解を招くと困るわけですけれども、苦情

を言いたいというようなことではなくて、建設

的な意見というような捉え方で質問に加えさせ

ていただきましたので、先日の渡邉議員のチェ

リーランドの整備に関する市長答弁にございま

したとおり、広く市民の意見を吸い上げてほし

いというようなことで、このたび私は質問をさ

せていただきました。 

  当然、利用者の声を吸い上げることで利便性

の向上とか経費の削減というふうに、それに結

びつくというふうに思いますので、たまたまで

すけれども、先般、市民体育館の合宿所を利用

された方にちょっと私お話をお聞きしたんです

が、あそこは食事、使われた人の意見によりま

すと、別に食事なんかは、子供さんの合宿とい

うこともあったので準備していただかなくても、

体験というようなことも含めて親子でつくって

もいいのではないかと。あるいは、当直も数名

の父兄が一緒に宿泊しても構わないのではない
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かと。逆に、そういうことがかえって子供たち

のためになるんではないかというような御意見

がございました。これは、現状では食事、宿直

等々は現在の指定管理者が外部に委託をしてお

られるというように承っておりますけれども、

ここの件に関しては通告しておりませんので答

弁を問うつもりはございませんけれども、この

ような事例もあるので、できるだけ風通しのい

いような検証のスタイル、もちろんその施設に

よって捉え方も違うというふうには思いますが、

ぜひお含みをいただいて、今後検討課題として

いただきたいなというふうに思います。 

  最後になりますけれども、施設の性格上、市

営住宅は指定管理者制度を導入するのが望まし

いというふうに考えるのですが、市長の御所見

をお伺いいたします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 現在、寒河江市におきましては

５つの団地、198戸の市営住宅を管理している

ところでありますが、大変老朽化している住宅

も見られますので、建てかえも含めてこれから

の整備、管理方法のあり方をどうしていくかと

いうのが喫緊の課題になっているところでござ

います。そういう意味で、今年度、市営住宅の

課題の解決や将来の市営住宅の姿を探りながら、

今後の市営住宅の需要見込みに対する供給方針、

さらには管理方法なども含めて市営住宅整備計

画の策定を行っているところでございます。 

  この御質問の指定管理者制度導入はどうかと

いうことでございますけれども、市営住宅の管

理運営にとっても大変有効な手段の一つではな

いかというふうにも認識しておりますので、今

後、今取り組んでいる整備計画の策定に合わせ

て現在の管理方法とこれから指定管理者制度を

導入した場合の管理方法を比較、検討しながら、

また公営住宅の管理については他の自治体とか、

県もそうだと思いますが、指定管理を導入して

いるところがありますので、そういった状況な

ども調査研究をさせていただいて検討していき

たいというふうに考えております。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 ちょっと私が予期していない部

分があったもんですから、整備計画そのものを

検討中だということですので、そういう状況だ

とすれば単純にすぐどうだというような結論は

なかなか出せないのかなと。いろんな意味で、

市営住宅たくさんあるわけですけれども、存続

も含めての検討というようなこともあるのでは

ないかなというふうに思いながら承っておりま

した。 

  市長、今の答弁にもございましたとおり、県

では134の指定管理者制度を導入しているわけ

ですけれども、77ある県営住宅を一括して指定

管理者に委託をしているというようなこともご

ざいます。そういうような動向も踏まえて、指

定管理者制度導入をぜひ御検討いただきたいと

いうふうに申しあげまして、私の質問を終わら

せていただきます。ありがとうございました。 

 

内藤 明議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号14番から17番までにつ

いて、15番内藤 明議員。 

○内藤 明議員 通告しております14、15、16、

17について、市長並びに教育長、選挙管理委員

長、また病院事業管理者にお尋ねをしたいとい

うふうに思います。 

  なお、質問項目がいっぱいになってしまいま

して、ちょっと時間配分がどのようになるか、

先のほうがボリュームがありそうなのでちょっ

と戸惑っておりますけれども、そういう意味で

前置きをなくして質問に入らせていただきたい

というふうに思います。 

  最初に、在宅医療の推進について佐藤市長に

お尋ねをいたします。 

  厚生労働省は、住みなれた地域で最後まで暮
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らせるようにする地域包括ケアシステムづくり

を進めておりますが、在宅医療の推進に何が必

要かを検討するための資料として、2014年の人

口動態調査をもとに、去る７月に全死亡者のう

ち自宅で亡くなる人の割合、在宅死について全

国の市町村別のデータを公表いたしました。 

  そこで、初めに在宅死についてお伺いいたし

ますが、全国の平均値をお伺いしたいと思いま

す。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 端的にお答えをいたしますが、

平成26年の在宅死の全国平均12.8％でございま

す。病院、診療所で亡くなる方が77.3％、残り

が老人ホームなどとなっているところでござい

ます。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 次に、本市などの人口の状況に

ある５万人未満の自治体の平均値について伺い

たいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 これ、全国の５万人未満の自治

体の平均値というのは、公表になっておりませ

ん。だから、わからないということであります

が、県内の５万人未満の市町村の平均値につい

て県に照会をしたところ、11.1％となっている

ところであります。 

  なお、５万人以上の市の平均値、これは

11.2％でありますから、人口規模によってほと

んど差がないという状況かと思います。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 そこで、県内の状況も公表され

ておりますので、県内のほかの市と比較しての

本市の在宅死の状況をどのように判断されてい

るのかお伺いをいたしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市の26年の在宅死の割合

は、12.4％となっているところでございます。

県内の平均、先ほども若干申しあげましたが、

県の試算によりますと11.1％となっているとこ

ろでありまして、それは平均よりも高いという

ことで、寒河江市は県内では高いほうから数え

て10番目ということでございます。 

  しかしながら、この在宅死の割合というもの

をどういうふうに考えるかということですが、

平成25年の12月に寒河江市で実施をいたしまし

た在宅医療等に関するアンケート調査がござい

ますけれども、その結果では「医療、介護が必

要となったとき、どこで過ごされたいですか」

という問いに対して、39.6％が「自宅」という

回答をいただいております。約４割が自宅で過

ごしたいということでありますから、その４割

と今回の12.4％、大分ギャップがあるというふ

うに思います。そういう両方の数字が、妥当性

があるという前提に立てば、そのニーズに十分

応えていけるような在宅医療、介護の対策の充

実と、そして連携の強化、受け皿の整備などを

講じていく必要があるというふうにも感じてい

るところでございます。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 この厚生労働省の公表した数字

によりますと、在宅死の中には例えばグループ

ホームやサービスつきの高齢者住宅などで亡く

なった人も含まれるということで、必ずしも私

たちの思い描いているような在宅死の状況とは

また違うのかなというふうな思いもありますけ

れども、そこで次に在宅医療に関することであ

りますが、在宅医療を推進する上での課題につ

いてお尋ねしたいというふうに思っております

が、私は現在の在宅死が本当に、先ほど申しあ

げましたように、望ましいものになっているの

かどうかということをやっぱり問い直す必要が

あるんじゃないのかなというふうに思っており

ます。 

  といいますのは、例えば病院から、大変失礼

な言い方になりますけれども、追い出されるよ

うな形で退院をする、そして亡くなる。あるい
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は、ひとり暮らしの孤独死などからすると、そ

んなのも先ほど申しあげましたように在宅死に

含まれるということでありますから、不慮やあ

るいは不本意でない、本人にとって満足のいく、

つまり在宅死をふやすことを考えて、在宅医療

の充実を図るべきではないのかなというふうに

考えているところでありますが、市長の御見解

を承りたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 内藤議員御指摘のとおり、御本

人が希望するような形での在宅のほうに移られ

るということがあるべき姿だというふうに思い

ますし、御指摘のような理由によって在宅医療

生活に至るというようなことがないように、そ

ういうふうにならないように、例えば症状が安

定し退院が近くなった患者さんには、個々の実

情や希望に沿った形で退院から在宅療養までの

円滑な移行ができるように、医療介護関係者な

どの連携を強化していく必要があります。また、

病院における退院支援の充実、さらには退院後

の診療所、訪問看護、介護施設等における受け

入れ態勢の整備などを安心して、医療介護が受

けることができる環境づくりというものがます

ます大事になってきているのではないかという

ふうに思います。 

  そのため、寒河江市では地域包括ケアシステ

ム構築というものを目指して、住まい、医療、

介護、そして生活支援、介護予防ということを

包括的に整備をしていきたいというふうに考え

て進めているところでございます。 

  それから、御案内かと思いますけれども、こ

としの３月には在宅医療と介護の連携をより一

層推進していくということで、寒河江市を含め

た１市４町と西郡の医師会が共同で寒河江市西

村山郡在宅医療介護連携支援室たんぽぽという

ものをハートフルセンターに移行設置をしたと

ころであります。そういう意味で、住みなれた

御自宅のほうで生活をしていただけるような環

境をより充実していきたいというふうに考えて

おります。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 そこで、今市長の答弁にもござ

いましたが、地域包括ケアシステムづくりを進

めながら在宅医療というようなことの推進を図

りたいというふうなことでありますけれども、

それを充実するために今、先ほどもありました

が、市でいろいろと医師会との連動をなさって

の推進を図られているわけでありますが、そこ

で今そうした在宅医療を進める上で課題になり

つつあるものも明らかになってきているという

ふうに思われますが、その課題等があれば承り

たいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほども申しあげましたが25年

のアンケート調査によりますと、「在宅医療、

介護を受けることについてどのようなイメージ

をお持ちですか」という問いに対して、88.3％

の方が「どのような医療を受けられるかわから

ない」、また86.3％の方が「どのような介護サ

ービスを受けられるかわからない」という回答

をしているんでありますね。また、別な内容で

すけれども、92.5％の方が「急に症状が変わっ

たときの対応ができない」というふうに思って

いるし、また87.6％の方が「訪問診療をしてく

れる医師を見つけるのが難しい」、97.1％の方

が「家族に負担がかかる」、96.4％の方が「療

養できる部屋や風呂、トイレなど住環境が整っ

ている必要がある」というふうに答えているん

ですね。 

  ですから、そういう意味でこの在宅医療介護

の推進ということについては、一つはやっぱり

医療機関のほうでも24時間の受け入れ態勢の整

備をしていく必要がありますし、また訪問診療

を行う医師の確保などが必要であります。そう

いう意味で、さらに体制の充実をしながら、ま

た先ほどのアンケートにもありましたが、住宅
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のバリアフリー化など住宅改修に対する支援を

充実していくなどということも必要であろうと

いうふうに思いますし、現在でもさまざまな支

援制度があるわけでありますので、より一層市

民の皆さんに周知を図りながら、そういう意識

啓発につなげていければというふうに思ってい

るところでございます。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 今、市長からもお話ございまし

た。在宅医療の問題で課題として取り組まれる

中でも、例えば在宅医療に取り組まれる医師の

不足の問題であるとかそういうふうなお話も出

てきましたけれども、そうした皆さんと特に連

携をしながら、つまりそうしたシステムをつく

っていくということは大変重要なことであると

いうふうに思うわけでありますれども、そこで

市立病院の事業管理者にお尋ねをしたいという

ふうに思っていますが、この在宅医療を推進す

る上で、今市長からもお話ありましたけれども、

この医師の不足なんていうようなことを考えれ

ば、これから市立病院の置かれている状況もあ

りますけれども、今後非常に大きな役割を果た

さなければならなくなるんじゃないのかなとい

いうのを私は基本的に思っています。 

  例えば、これからの市立病院は非常に厳しい

状況に置かれておりますので、それも含めてま

すます厳しくなるんじゃないかというような思

いもなくはないわけでありますが、その２つの

ものを両立するというのはなかなか厳しい問題

があるというふうに思いますけれども、全国的

な課題として取り沙汰されているのが、この在

宅医療に取り組む医師の不足だというふうに言

われております。 

  そして、もう一つはそのほか医療の人材、介

護などのスキルアップというふうに言われてい

るわけでありますけれども、そこでこうした地

域医療あるいは地域の課題というふうなことを

考えれば、自治体病院において主体的にこの在

宅医療にかかわっていく、あるいは在宅診療に

かかわっていくというふうなことが求められて

くるんじゃないのかなというふうに思うわけで

ありますけれども、またそういうふうに進める

べきだというふうな見解もあるようでございま

す。病院事業管理者の御所見を伺いたいと思い

ます。 

○國井輝明議長 久保田病院事業管理者。 

○久保田洋子病院事業管理者 お答えを申しあげ

ます。 

  国から示されております地域包括ケアシステ

ムを踏まえ、当院といたしましても在宅診療の

充実を図っていく必要性があると考えておりま

す。在宅診療については、当院の患者さんに限

ってですが、状態に応じてこれまでも取り組ん

できたところであり、平成27年度の訪問診療実

績件数は延べ11件、平成28年度は８月までで延

べ８件でありました。 

  より在宅診療の充実が図れるよう地域診療所

との連携を密にし、診療体制の見直し、検討を

続けてまいりたいと思っております。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 図らずも私の思いと一致しまし

て、ぜひ充実に努めていただきたいというふう

に思っているところであります。 

  続きまして、市立病院の防災・減災のあり方

と被災時の対策についてお伺いをいたしたいと

思います。 

  今年に入り、４月の熊本・大分地震が発生し、

収束を見ない中で、その後も各地で地震が頻発

をしております。大規模な地震への備えが重要

性を帯びてきているというふうに思います。そ

んな折、日本病院学会では７月に公開シンポジ

ウムを開き、病院における防災・減災は防災マ

ニュアルの作成と防災訓練等による防災意識を

高める行動をする訓練の大切さを説いておりま

す。 

  そこでお尋ねしますが、市立病院の防災マニ
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ュアルと防災訓練はどのようになっているのか

お伺いをいたします。 

○國井輝明議長 久保田病院事業管理者。 

○久保田洋子病院事業管理者 お答え申しあげま

す。 

  病院施設は特定防火対象物となり、防火管理

が義務づけられております。したがって、毎年

寒河江市立病院消防計画書を見直し、更新を行

い、自衛消防隊を組織してマニュアルを整備し

ております。 

  防災訓練は年２回実施が義務づけられており、

昨年度は10月30日に第一病棟の洗面室から火災

が発生した想定のもと、通報、消火、避難訓練

を実施しました。また、ことしの３月11日には

職員に対して寒河江市立病院消防計画書に基づ

いて、事前に自分の役割を確認させ、時間を決

めて全員に訓練火災のメールを配信、速やかに

受信確認。受信時の各自の居場所における対応

行動を確認する通報訓練を実施しております。

ことしも火災による避難訓練や通報訓練等を実

施する予定でありますが、実際の発生状況をイ

メージできるような防災訓練にしなければなら

ないと考えております。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 少し具体的なことでお尋ねをし

たいというふうに思いますが、この防災・減災

については、特に病院における問題においては

火災の発生時における場合は、初期消火が非常

に重要になってくるというようなことでありま

すけれども、つまり初期消火を重点にして火の

ないところに逃げる、こういうようなことなん

だそうでありますが、そのためには部分的な火

災に食いとめて、延焼を食いとめながら煙の拡

大などを防止して、患者やあるいは職員の皆さ

んがこの防災の区画の外に逃げるための場所を

確保するというようなことが大変重要だという

ふうに言われておりますけれども、そしてまた

患者さん等にも避難経路がわかるように、また

通路に物などを置かないように、常に注意する

必要があるというふうに言われているわけであ

りますけれども、多分市立病院はそのようにな

っているというふうに思いますけれどもいかが

でしょうか。 

○國井輝明議長 久保田病院事業管理者。 

○久保田洋子病院事業管理者 お答え申しあげま

す。 

  年に２回の防災訓練時に、自衛消防隊の行動

を規定して、それを確認しております。さらに、

院内の回診も行い、防災時に憂いのあるような

ことがないように確認をしております。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 わかりました。ありがとうござ

います。 

  次に、病院の被災時といいますか、広域災害

の場合のことをちょっと伺いたいというふうに

思いますけれども、対策本部が設置されて、そ

のことによって支援等の要請がなされた場合、

病院事業管理者の業務命令等によって病院職員

の派遣が可能な体制になっているのかどうか、

労災補償の問題等もありますのでお伺いをいた

したいと思います。 

○國井輝明議長 久保田病院事業管理者。 

○久保田洋子病院事業管理者 お答え申しあげま

す。 

  先ほど述べました消防計画書のほか、当院で

は市内外において想定される災害に対処するた

め、災害対策医療マニュアルを整備しておりま

す。これでは、医療、救援業務を円滑かつ迅速

に行うことを災害対策の基本姿勢としており、

災害発生地との位置関係による当院の役割や医

療機能の状況による院内外への対応を定めてお

ります。例えば、寒河江市が被災地内にあり、

当院の医療機能が維持可能または一部が制限さ

れる程度であれば、病院機能の維持に努めると

ともに災害医療体制を整備、構築し、災害派遣

医療チームＤＭＡＴや医療救護班の受け入れに
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対応することとしております。ただし、当院の

医療機能が維持できないほどの火災や倒壊の危

険がある場合は、速やかに避難に努めることと

定めております。 

  また、御質問のような広域災害時の対策とし

ましては、当院の近隣で災害が発生したときは

被災地の災害後方病院として機能を果たせるよ

うにし、被災地が離れている場合には要請に応

じた対応を行うことと定めております。どのよ

うな状況下においても、まずは病院の医療機能

の維持、存続が可能なことが前提とはなります

が、災害対策本部を初め関係機関から支援の要

請があれば速やかにスタッフを派遣したいと考

えております。 

  また、当院にはＤＭＡＴの経験のある医師や

災害支援ナースの研修を受講している看護師も

多くおりますし、薬剤師や医療技術員を含め病

院職員のほとんどが５年前の震災時に職務に当

たっており、実際災害時の診療体制による医療

行為を経験している者ばかりですので、派遣の

要請があれば速やかに対応してまいりたいと考

えております。 

○國井輝明議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は午後１時といたします。 

 休 憩 午前１１時５３分  

 再 開 午後 １時００分  

○國井輝明議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  内藤議員。 

○内藤 明議員 若干、残り時間が気がかりにな

ってまいりましたけれども、次に選管委員長に

お尋ねをしたいと思いますが、この前の第24回

参議院選挙より18歳、19歳の皆さんに投票権が

付与されたわけでありますが、県の選管により

ますと県選挙区について全数調査を行った結果、

その18歳、19歳の投票率は45.91％というふう

に発表をしていたわけでありますが、そこで伺

いたいというふうに思いますけれども、初めに

県内13市の18歳、19歳の投票率についてお伺い

したいと思います。 

○國井輝明議長 児玉選挙管理委員会委員長。 

○児玉憲司選挙管理委員会委員長 このたびの選

挙におけます県内13市の投票率についてお答え

いたします。 

  県選挙管理委員会の資料によりますと、18歳

につきましては13市全体で51.19％でありまし

た。最高が尾花沢市の61.54％、最低が酒田市

の40.15％で、本市は56.49％で第４番目、13市

全体より5.3ポイント高くなっております。 

  一方、19歳につきましては、最高が米沢市の

49.39％、最低が酒田市の26.58％で、13市全体

では39.26％でありました。本市はこちらも第

４番目で44.03％、13市全体より4.77ポイント

高い結果となっております。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 次に、本市の年代別の投票率は

どのようになっているのかお伺いしたいと思い

ます。 

○國井輝明議長 児玉選挙管理委員会委員長。 

○児玉憲司選挙管理委員会委員長 年代別投票率

についてお答えいたします。 

  市全体の投票率は60.84％でした。年代別に

は、若いほうから見ていきますと最も若い18歳

は56.49％でありますが、ここから21歳まで減

少し、31.75％と最低値になります。22歳から

は多少の増減を繰り返しながら、年齢が上がる

に従って穏やかに上昇し、45歳で61％と市全体

の投票率に達し、72歳で最高値の82.12％とな

ります。 

  55歳から79歳までの全ての年代で70％を超え

ている状況にあり、大まかに見ますと若い年代

ほど投票率が低いという状況にあります。 

  一方、今回の選挙から選挙権年齢が18歳にな

ることから、昨年度、市内の２校の高校２年生、

現３年生を対象にした出前講座を実施してきま

した。その効果を検証するため、18歳の方を誕
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生日４月２日で区分し、高校生の投票率とみな

し調査したところであります。その結果、４月

２日以降生まれの18歳の方の投票率は、

82.35％と年代別では最も高い投票率でござい

ました。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 最後に、今回の投票率の結果を

受けて、今後の選挙啓発等についてお伺いをし

たいと思います。 

○國井輝明議長 児玉選挙管理委員会委員長。 

○児玉憲司選挙管理委員会委員長 今後の課題と

選挙啓発についてお答えいたします。 

  このたびの選挙結果では20代や30代の年齢の

若い層の投票率が低く、若い世代の投票率をい

かに向上させるかが課題となるところでありま

す。また、一般的に選挙権年齢に達して初めて

参加する選挙で投票率が低い世代は、その後の

選挙においても投票率が低迷すると言われてお

ります。そこで、選挙権年齢に達した方をいか

に投票に向かわせるかが重要であり、将来にわ

たり投票率を上げるためのポイントになると考

えております。 

  今回の18歳選挙権の改正に合わせ、各高等学

校では選挙について授業を取り入れていただき

ました。また、先ほど申しあげましたとおり、

今回新たに高等学校に出向いての出前講座を行

いました。さらに、18歳から20歳までの初めて

選挙権を得た方への呼びかけのダイレクトメー

ルを新たに送付いたしました。その結果、高校

生の投票率が高いことからして、高校生を対象

にした取り組みが非常に大きな効果となってあ

らわれたものと認識しているところであります。 

  さらに、投票した高校生についてほとんどが

家族の方との投票もあり、高校生の投票を推進

することが全体の投票率の向上にも波及するも

のではないかと推測したところであります。 

  今後も選挙結果を受け、特に高校生に注目し、

高等学校、県選挙管理委員会、明るい選挙推進

協議会と連携しながら、選挙権年齢に達する

方々への取り組みを継続し、若年層の底上げを

図ってまいりたいと考えているところでござい

ます。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 次に、次期学習指導要領の改訂

について教育長にお尋ねをしたいと思います。 

  既にこうしたことについて教育関係者からは

不安視をする声が上がっておりますので、子供

や教師に過剰な負担とならないことを願いつつ、

以下質問をしたいと思います。 

  初めに、英語教育について伺いたいと思いま

すが、小学校では現在５、６年生の授業で「話

す」「聞く」中心の外国語活動に取り組んでい

ますが、次期指導要領では３、４年生に前倒し

して、５、６年生に週２こまの90分を教科化し

て「読む」「書く」に力を入れるとしておりま

す。 

  グローバル時代を念頭に、英語になれ早期教

育を進めることが狙いのようでありますが、こ

のことは、小学生英語だけで３年から６年生ま

でで、週１こま分の授業がふえることになりま

す。中教審では、10から15分に分割して短時間

ずつ組み込んだり、土曜日の活用を求めていま

すが、子供たちの下校時間が遅くなったり、週

末の活動にも影響が出てくるというふうに思わ

れます。ほかの教科へのしわ寄せがないかも心

配でありますので、市教委の御見解を伺いたい

と思います。 

○國井輝明議長 草苅教育長。 

○草苅和男教育長 次期の学習指導要領について

の御質問でありますが、小学校英語教育という

ことでありますが、８月１日に教育課程部会か

らまとめが発表されたわけでありますけれども、

その中では文科省としては、子供たちが将来ど

ういうふうな職業につくとしても、外国語で多

様な人々とコミュニケーションを図っていくと

そういうことが非常に大事でありまして、そう
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いう基礎的な力を育成するということが重要だ

とこういう考え方から、小学校における英語教

育を充実させていこうということでございます。

そういう方向性が示されたということでござい

ます。 

  文科省におきましては、今お話がありました

ように、その増加した分について時数がふえる

ということでありますけれども、例えばという

ことで15分の短時間学習、これを設定する、あ

るいは60分間の授業を設定する、それから長期

休業中の学習活動や土曜日の活用、そして単純

にふえた分の週当たりのこま数を増加させると、

こういうような例が示されているようでありま

すけれども、これはそれぞれの地域とかあるい

は学校、子供の実態、こういったものを、十分

に実態を考えた上で柔軟に対処していかなくて

はいけない、時間割を編成していかなくてはい

けないとこういう考え方を示しているわけであ

ります。 

  市教委といたしましては、今御指摘のように

先生方が困難さを感じたり、あるいは戸惑った

りすることのないように時間割を工夫したり、

また他の教科等の学習、これへの影響なども十

分に考慮をいたしまして対応していかなければ

ならないと、こんなふうに考えております。 

  また、土曜日とか長期休業中の実施というこ

とについては、それをするかどうか、あるいは

またそうした場合でも子供たちへの生活の影響

なども十分に慎重に考え検討してまいりたいな

というふうに思っているところであります。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 次に、コンピューターを活用す

るプログラミング教育についてお尋ねをします。 

  これは、ＩＴ時代の人材教育として小中高校

で導入し、理論的思考も育てていくもので、総

合的な学習や理科、数学の授業などにも活用す

るとしております。教科書の内容だけを覚える

知識の延長でなく、知識を活用しみずから考え

る力を養う教育で、これも国際社会で活躍でき

る人材を育てる狙いがあるとしていますが、言

葉だけが先行し授業法が確立しているとは言え

ず、現場には慎重論もあるというふうに聞いて

おりますので、御見解を伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 草苅教育長。 

○草苅和男教育長 プログラミング教育というこ

とで、最近随分話題になっていることでありま

すけれども、これにつきましては御案内のとお

りかと思いますが、子供たちにコンピューター

に意図した処理を行うよう指示する体験、こう

いったものをさせながら、自分の意図する一連

の活動を実現するためにはどういう動きが必要

なのか、組み合わせが必要かとこういったこと

について実際に活動を行いながら、より意図し

た活動に近づくようにするにはどう改善してい

けばいいかというようなことについて、論理的

に考えていく力を育む教育だと言われているわ

けであります。 

  これについてもプログラミング教育の導入に

向けた文科省の動向を見据えがなら、教育委員

会といたしましても、先進的な実践というんで

しょうか、先行的に取り組んでいる実践事例な

ど資料を収集するなどして努めてまいりたいな

というふうに思いますし、さらにＩＣＴの環境

の整備とかあるいは効果的なプログラミングの

教育を実現するための教員の研修、この充実、

そしてさらには、学校だけで、教師だけで抱え

込むのではなくて、外部人材なども活用して指

導体制を工夫してやっていきたいものだという

ふうに思いますので、そういったことも含めて

検討をしてまいりたいなと考えております。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 次に、前のこととも重なり合う

部分があるというふうに思いますが、授業時間

の確保と教員の多忙化についてお尋ねをいたし

ます。 

  時代のニーズに合わせて教育内容を見直すこ
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とは理解できますけれども、一方で学ぶ量がふ

え過ぎたり、あるいは駆け足の授業にならない

かというふうな心配もあるようであります。 

  前回の指導要領では、脱ゆとりの方針で学習

内容が減ったため１つのテーマを学習する時間

が減ったというふうな声も耳にしております。

子供たちの可能性を引き出すには、多様な教育

が効果的であるというふうに思いますけれども、

しかしメニューをふやして授業の中に積み込み

過ぎれば、逆に学ぶ意欲が失われるような場合

も考えられます。御承知のように、教育現場は

今でも多忙であり、さらに拍車がかかることが

懸念されますが、どのように対応される考えか

伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 草苅教育長。 

○草苅和男教育長 教員の多忙化についてお答え

を申しあげたいと思います。 

  学校教育の中では、確かな学力を育成すると

いうことで、現在は習得、活用、探求というこ

ういう学びの過程を大事にしながら、それぞれ

学級での発表、話し合い、あるいはグループで

の話し合い、発表、こういった言語活動という

ものを大事にしたり、人や社会や自然、環境、

こういったものと直接的にかかわる体験活動な

どにも力を入れているところであります。さら

には、先ほどお話がございました英語学習、プ

ログラミング教育など社会や時代の要請に応じ

た教育というものにも取り組んでいかなければ

ならないということであります。 

  これらの教育活動というものを充実させてい

くには、教員が十分な教材研究を行って、そし

て学習内容を精選して子供たちともに教科の本

質に迫る授業というものを展開していかなくて

はいけないなと、そういうことが大事だなとい

うふうに思います。しかしながら、御承知のと

おり学習指導のみならず、教員には、学校には

生徒指導の問題、特別支援教育の問題、そして

部活動指導のこと、さらには保護者や地域との

連携、かかわり、こういった問題など教員を取

り巻く環境というのはまさに多岐にわたってい

るということでございます。そういう状況から、

現在も教員の多忙化というものが大きく問題視

されているというところであります。 

  この問題に関しては、教育委員会といたしま

しても多忙化の軽減、解消を図るために公務の

情報化を推進したり、あるいは地域人材の積極

的な活用、そして調査物や報告等の軽減、簡素

化に努めたりしてまいっているわけであります。

今後もこれまで以上にできる限りの学校への負

担を減らせるよう、文科省あるいは県とのつな

がりの中で教員の多忙化の軽減解消に鋭意努め

てまいりたいなというふうに考えております。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 次に、指導要領のもう一つの柱

でありますアクティブ・ラーニングについてお

尋ねをしたいと思います。 

  これは、思考力や表現力を重視するものであ

りまして、その象徴は知識を活用し討論や意見

発表を通じて課題を学習する形態で、学習意欲

を高める効果があるとされているわけでありま

す。 

  しかし、一方で、具体的に何をすればよいの

かという現場の教育関係者に既に戸惑いの声が

あるというふうに伺っております。理念が先行

する中で、総合的な学習時間を導入したときの

ように現場に混乱を来す懸念がありまして、疑

問符を呈さざるを得ないというふうに思います。

教育委員会の御見解を承りたいと思います。 

○國井輝明議長 草苅教育長。 

○草苅和男教育長 アクティブ・ラーニングとい

うことの御質問でありますけれども、これまで

の学習指導要領の改訂では主に何を学ぶかとい

うことの学習内容の面が注目されてきたわけで

あります。これに対して、次期の学習指導要領

では、こういう内容面だけでなくて「何ができ

るようになるか」、そして「どのように学ぶか」、
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こういう学び方そのものについても触れている

ということが特色になるわけです。この「どの

ように学ぶか」にかかわって提唱されているの

が、課題の発見、解決に向けた主体的・協働的、

あるいは対話的で深い学びと言われるわけです

が、アクティブ・ラーニングとこういうふうに

言われております。 

  現在、本県では児童生徒がみずから課題を見

つけてみずから考えて主体的に解決をしていく

探求型学習というのを推進しているわけです。

この探求型学習がこのアクティブ・ラーニング

に通じるものであり、同義のものだとこういう

ふうに捉えております。今、本市では友達と一

緒に考え合う学習とか自分の考え、疑問、理由

をお互いに出し合って解決していく学習など探

求型の学習が今まで以上に授業の中で大切にさ

れているということでございます。それが子供

たちの確かな学びに結びつくようになっている。 

  こういった状況を踏まえ、教育委員会といた

しましてもアクティブ・ラーニングが提唱され

たから何か新しいものを一からスタートさせて

やるということではなくて、これまで各教科等、

あるいは総合的な学習の中で取り組んできた主

体的な問題解決学習、課題解決学習、こういっ

たものを積極的に取り組んでいくことがアクテ

ィブ・ラーニングにつながっていくものだとこ

んなふうに捉えているところであります。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 次に、学習指導要領の件とは直

接かかわりないことでありますけれども、これ

こそが重要だなというふうに思って取り上げた

ところでありますが、日本語の基礎的読解力を

優先する教育についてお尋ねをしたいというふ

うに思います。 

  以下は、東大入試に挑戦する人工知能ＡＩ

「東ロボくん」を開発中の国立情報科学研究所

の新井紀子教授が、将来人工知能と仕事を分け

合うのは人工知能の不得意とされる読解力の分

野だとの考え方をもとに、東京や埼玉の中高生

を対象にして昨年度実施した読解力の調査結果

と生徒に課した設問の一つであります。その設

問は、「仏教は東南アジア、東アジアに、キリ

スト教はヨーロッパ、南北アメリカ、オセアニ

アに、イスラム教は北アフリカ、西アジア、中

央アジア、東南アジアにおもに広がっている」、

それで「オセアニアに広がっているのは何か」

というふうな問いであります。４択の問題であ

りますけれども、その答えは「Ａヒンズー教」

「Ｂキリスト教」「Ｃイスラム教」「Ｄ仏教」

というふうになっておりますけれども、正解は

「Ｂ」のキリスト教でありますが、公立中学校

の正解率は53％で、「Ａ」と誤って答えた数値

はゼロ％、「Ｃ」は12％、「Ｄ」は35％という

ふうになっており、公立高校での正解率は81％

という結果だったそうであります。 

  この公立中学校での約半数が間違った答え、

誤答というのは、教育関係者にも非常に衝撃を

もって受けとめられているというふうに言われ

ております。調査を受け入れた戸田市では、具

体的な指導法研究に動き出しているというふう

に言われています。 

  私は、この調査結果は足元をおろそかにした

まま新たなことを積み上げる、つまり砂上の楼

閣にならないよう警鐘を鳴らしているというふ

うに考えるわけでありますが、教育委員会の御

所見を承りたいと思います。 

○國井輝明議長 草苅教育長。 

○草苅和男教育長 ただいま内藤議員から紹介い

ただきました新井教授の調査結果ということで

ありますけれども、子供たちが教科書をきちん

と読めていない、読み取っていないということ

が示唆されているのかなというふうに思います。

教科書などに書かれている文章を読んで、その

内容を的確に理解するという基礎的な読解力と

いうのは、子供たちがさまざまな学習活動とい

うものを展開していくわけでありますけれども、
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そういう学習を進めていく上で大変重要な能力

だというふうに考えております。それにもかか

わらず、ある程度の子供たちが実は問題文や教

科書を正確に読み取っていない、読み取れてい

ない、そういう可能性が示唆されたことになる

というふうに思います。 

  新井教授は、全ての子供が義務教育修了時に

中学校の教科書を読めるだけの読解力を身につ

けることの大切さというものを指摘されており

ますけれども、これは国語科の学習のみならず、

全ての教科領域における学習にかかわる問題、

課題であるというふうに思っておりますので、

市教委といたしましては、実際には内容を正確

に読み取れていないにもかかわらず、そのこと

が問題視されることなく、何となく次の学習に

流れていくような、そういうことがないように

しなければならないなと考えているところであ

ります。 

  そのために、学校現場とも課題というものを

共有して基礎的な読解力の育成というものを日

常的に、日々の授業の中で育めるように指導、

支援してまいりたいと考えております。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 ただいまの問題は、つまり文章

の中での係り受け構造が理解できないというふ

うな問題を指摘しているそうでありまして、つ

まり日本語の文章を語句や文節の修飾の関係な

どもきちっとわかるようにやっぱりしていくこ

とが教育の私は基本じゃないのかなというふう

に思っておりますので、さらに現場では研さん

を積まれるような形で御指導を願いたいという

ふうに思っているところでございます。 

  基礎的な部分をおろそかにしないでというよ

うなことを申しあげましたけれども、ぜひさら

に研究を重ねていただきたいというふうに思っ

ているところであります。本市の状態について

は私もわかりませんけれども、ぜひそんなこと

も調査の一つになど加えていただければありが

たいなというふうに思っております。 

  さて、最後に2019年に実施される予定の英語

の学力テストについてお尋ねしたいと思います。 

  文科省は、さきに中学、高校の生徒の英語力

向上推進プランを発表し、中学３年生全員を対

象にした英語の学力テストを新設する方針を明

らかにし、「読む」「書く」「話す」「聞く」の４

技能をはかり、指導の改善につなげるとしてお

ります。 

  ところで、この新テスト問題については民間

試験のノウハウを生かしながら独自に開発する

方針で、「話す」に関する調査は教員との対面

式で10分程度を目安にしていると報じられてい

るところでありますが、そこでお尋ねをいたし

ますけれども、中学校における英語の教員は限

定をされているわけでありまして、全員を対象

にするというふうになりますと、当然のことな

がら問題が生じてくるというふうに思われると

ころでありますが、教育委員会ではこうしたこ

とについて現時点でどのように対応される考え

か承りたいと思います。 

○國井輝明議長 草苅教育長。 

○草苅和男教育長 内藤議員御指摘のように、今

英語の「読む」「聞く」「書く」「話す」の４つ

の技能をはかるために、平成31年度から３年に

１回程度、全国学力・学習状況調査において中

学校３年生を対象に英語を加えて実施するとい

うことが示されております。この中で、「読む」

「聞く」の領域についてはマークシート方式で、

そして「書く」領域については短文記述式など

のやり方で行うと。そして、「話す」について

は「読む」「聞く」「書く」とは別日程で、対面

式で調査が検討されているというふうに聞いて

おります。 

  御指摘のように、中学校における英語科の教

員には限りがございますので、対面式の調査と

なりますと、なかなか課題も多いというふうに

言われております。次のような検討が具体的に
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はなされているようでありますが、それは、１

つは「読む」「聞く」「書く」は１日の実施で、

「話す」についてはできるだけ短期間で実施す

ると。例えば、１カ月ないし１カ月半の期間の

中で実施する。２つには、パソコンやタブレッ

ト、こういったものを活用した音声録音による

調査を検討している。３つには、「話す」の調

査の採点については評価者としての質の確保と

いうこともありますので、事前に研修を行う。

４つに、英語担当教員、先ほどありました、限

られているわけですので、担当教員以外の教員

の協力、採点者の確保が困難な場合における他

校との連携など具体的な運営体制に関する検討

も行われているというふうに聞いております。 

  このほかにも、これまでにないさまざまな内

容、方法も検討されているようでありますが、

まだ具体的にはこちらには示されているわけで

はございません。教育委員会といたしましても

これらの動向、これからの動向を十分に注視し

ながら、対応を検討してまいりたいと考えてお

ります。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 先のことですからまだはっきり

していない部分があるというふうに思いますけ

れども、そういう意味で今後いろいろな問題が

出てくるというふうに思いますので、それらを

踏まえて対応していただきたいなというふうに

思っているところであります。 

  今、御答弁なさった数点については、それぞ

れ問題点もあるというふうに思います。例えば、

担当以外の教員とかになりますと、それで本当

に大丈夫なんだろうかというふうな思いもあり

ますし、例えば他校との兼ね合いでというふう

なことになりますと、時間的な差も出てくるで

ありましょうし、いろんな問題が惹起するとい

うふうに思いますが、前にも申しあげましたと

おり、多忙な教員の負担増にならないようにぜ

ひ配慮をしながら実施されるように望みたいと

いうふうに思っているところであります。 

  これまでを総括して申しあげますと、質問の

中が多かったわけでちょっと駆け足になってし

まいましたけれども、足りないところはまた次

の機会でさらに詰めるような工夫をしてまいり

ますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  以上、私の質問を終わりたいと思います。あ

りがとうございました。 

 

石山 忠議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号18番について、８番石

山 忠議員。 

○石山 忠議員 ９月定例会の一般質問の最後と

なりましたが、よろしくお願いいたしたいと思

います。 

  南米大陸初のリオデジャネイロオリンピック

が史上最多の205の国、地域などの選手団１万

人以上が28競技306種目で熱戦を繰り広げ、日

本は金12、銀８、銅21の過去最多の41個のメダ

ルを獲得し閉会しました。寒河江からの出場者

が欲しかったと思いながらも、たくさんの感動

を味わったその後に観測史上初の動きを見せた

台風10号による記録的な大雨により、主に岩手、

北海道に大きな被害をもたらしました。被災さ

れた皆様に心からお見舞いを申しあげたいと思

います。近年、日本列島が前例のない天候に脅

かされているように、国際的にも国内的にも先

行きが見通せない経済情勢が続いていると感じ

ています。 

  さて、通告番号18番、平成27年度の決算と市

政運営について。一般会計・特別会計等決算の

課題認識と対策についてお伺いいたします。 

  初めに、平成27年度寒河江市一般会計、特別

会計歳入歳出決算審査意見書によりますと、歳

入の自主財源では市民税で法人分の税率引き下

げなどにより8.7％の減、個人分は３％の増に

より0.5％の増加となり、固定資産税は3.2％、
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都市計画税4.3％それぞれ減少し、市税全体で

は前年度比1.6％減少しています。 

  本年度から動き出した寒河江市行財政改革ア

クションプランでも安定した自主財源の確保と、

健全で持続可能な財政運営に取り組む方向性を

示しておられます。そこで、市税の状況のみを

申しあげましたけれども、特別会計や使用料な

どを含めた収納状況を踏まえ、この結果を受け

て自主財源の確保のためどのような課題を持た

れたのか、さらにその対策についてどのように

お考えなのかお伺いいたします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 石山議員から平成27年度の決算

の課題認識と対策ということで御質問をいただ

きましたが、27年度につきましては新第５次振

興計画の最終年ということもありまして、振興

計画の着実な実現、さらには課題であります子

育て支援の充実、そして安全・安心なまちづく

り、さらには昨年の10月に策定をいたしました

さがえ未来創成戦略の事業展開ということで努

めてまいりました。その結果、一般会計及び特

別会計の総額では、歳入歳出差し引きの実質収

支が９億6,647万円、単年度収支は１億5,857万

3,000円の黒字というふうになったところでご

ざいます。 

  特に、一般会計におきましては、自主財源が

寄附金や繰越金などの増加によりまして前年度

に比べ約９億6,700万円、13.3％と大きな伸び

を示したところでございます。依存財源につき

ましても、県支出金や市債などの減少はありま

したが、地方消費税交付金、地方交付税、国庫

支出金などの増加によりまして前年度比約４億

3,000万円、4.8％増となったところでございま

す。歳入全体に占める自主財源は46.6％という

ことで、前年度比1.9ポイント高くなったとこ

ろでございます。 

  また、財政力の強さを示す財政力指数につい

ては0.525でありました。また、財政構造の弾

力性を示す経常収支比率は87.2％、将来財政構

造の弾力性を示す実質公債費比率は10.8％と

年々改善をしてきているところでありますが、

引き続き健全化財政に努めていかなければなら

ないというふうに思っております。 

  近年の市税収入につきましては、先ほど御質

問にもありましたが、歳入の約30％前後で推移

をしているところでございます。また、自主財

源比率については約40％前後、四十数％という

ことで推移をしておりました。ただ、平成27年

度は御案内のとおりふるさと納税がございまし

て、その関係で自主財源比率46.6％と高くなっ

ているところでございます。 

  今、第６次振興計画がスタートしているわけ

でありますけれども、今後10年間を展望してい

きますと、高齢化の進展によりまして社会保障

費がますます増大してくるということが予想さ

れます。また、市の全体人口あるいは生産年齢

人口の減少ということで、市税などの収入の伸

び悩み、また地方交付税、補助金の減少などが

予測されるところでありまして、そういう意味

では厳しい財政運営というものが想定されると

いうことでございます。したがいまして、より

長期的な視点に立って健全な財政運営を図って

いくということが大事であります。将来都市像

「さくらんぼと歴史が育む スマイルシティ 

寒河江」を実現していくためにも広域的な連携

の強化、既存事業の適切な評価によるスクラッ

プ・アンド・ビルドの徹底、さらには民間活力

の活用による行政事務のさらなる効率化、市有

財産の計画的な活用などを推進していく必要が

ございます。 

  加えまして、先ほども申しあげましたが、ふ

るさと納税制度などのさらに積極的な活用を図

りつつ、市税や保育料、市営住宅の使用料など

の収納率の向上による自主財源の確保を図って

いく必要があろうかというふうに思います。こ

うした取り組みを進めながら、地方創生戦略に
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基づいて地域の雇用を生み出して、地域に根差

した産業を育成して豊かな資源をさらに磨いて、

魅力を発信することで交流人口及び定住・移住

人口の増を図っていくと。そして、子供を産み

育てやすい環境をつくっていくといった総合的

な施策を進めていく。そして、そのことが安定

的な財政運営の確立につながっていくというふ

うに認識をしているところでございます。 

○國井輝明議長 石山議員。 

○石山 忠議員 ただいまの御答弁を受けながら、

新第５次振興計画の最終年度の決算であったと

いうことを踏まえ、と同時に28年度からは第６

次振興計画が動き出したという状況を踏まえな

がら、続けて質問させていただきます。 

  本年度から動き出した第６次振興計画の行動

計画の財政計画への関連についてお伺いいたし

ます。先ほど市長のほうからの答弁で若干触れ

られたと思いますが、振興計画においては市民

ニーズを捉えた行財政運営の安定的な財政運営

の推進として施策を掲げておられます。行動計

画の財政計画は、この27年度の決算前に立てら

れたことから予測は困難と思いますけれども、

若干触れられました。昨今の新聞では、もう既

にふるさと納税の実績も相当いい方向に向かわ

れているとかと報道になっておりますけれども、

27年度決算を受けてさらに財政計画への影響等

をもう少し詳しくお話しいただければありがた

いと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 27年度の決算を受けて、先ほど

御答弁申しあげましたが、いろんなこれからの

６次振興計画の着実な推進を図っていくために

さまざまな施策を展開していく上で、やはり基

本となる財政的な基盤というものもきちっと確

保していくということが大事であろうかという

ふうに思います。 

  ふるさと納税のお話もありましたが、今後10

年間もふるさと納税が続くかどうかということ

もなかなか見通せないということでありますの

で、基本的な、基礎的な収入源の確保という意

味で、税収などについてもきちっと確保する見

通しを立てていくということが大事だろうとい

うふうに思います。 

  そういう意味では、やはり地域の産業を振興

し、そういう税収の財源というんですかね、税

収源を確保していく、そういう育成を図る醸成

をしていくということが、将来的にそれが市の

財政にはね返ってくるというふうにも思います

ので、そういったところはやっぱり怠りなく着

実に進めていかなければならないと認識をして

おります。 

○國井輝明議長 石山議員。 

○石山 忠議員 今のお答えを受けて、市税等の

収納状況についてお伺いをいたします。 

  収入未済額は、市税5.1％、下水道使用料

4.9％、国民健康保険税2.4％と減少はしている

ものの多額の公金であることには変わりがない

ことから、公費負担の公平性の観点からもその

対策などの考えをお伺いいたします。 

  さらに、不納欠損額について市税では56.8％

減、国民健康保険税では53.4％の減、滞納繰越

分についても市税の収入率が18.6％、国保税が

18.7％と前年度と比較し伸びております。取り

組みの結果について当局の御努力を評価いたし

ますが、他の特別会計も含めて多重未納者の現

状、未納の分析、主な原因や課題についての認

識と対策についてお伺いしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 平成27年度末の収入未済額につ

いては、先ほど石山議員のほうからパーセンテ

ージの披露がございましたが、額で言いますと

市税で約２億6,800万円、下水道使用料で約

2,400万円、国民健康保険税で約３億1,300万円

ということで、減少はしているもののまだまだ

多額の収入未済額が残っている状況でございま

す。 
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  この解消については、先ほど御指摘ありまし

たとおり公費負担の公平性の観点、さらには一

般財源の確保という観点からも大変重要な課題

だというふうに我々は思っているところであり

まして、現在その解消を目指して取り組みを進

めているところであります。 

  ４つの取り組みを進めているところでありま

すが、１つは納税相談の充実強化ということで

あります。毎週月曜日に窓口業務を午後６時半

まで延長しております。また、特別納税相談日

として５月、12月、３月の年３回、日曜日を含

む１週間で、平日は午後７時まで延長し、日曜

日は午後４時まで納税相談に取り組んで受け付

けているとこういうことでございます。 

  ２つ目は、滞納整理の促進ということでござ

います。滞納整理につきましては、納税相談の

充実によりまして未納者の生活実態を把握しな

がら担税力に応じた滞納処分の執行停止の判断

を行いつつ、悪質な滞納者に対しては差し押さ

えなどの毅然とした処分を行っているところで

ございます。 

  ３つ目は、納税コールセンターの活用という

ことでございます。新規滞納者発生の未然防止

と累積滞納者の抑止を図っていくことを狙いと

しておりますが、未納額の少ない、早い段階で

電話の納付の案内を積極的に展開をしていると

ころでございます。 

  ４つ目は、納付環境の整備ということであり

ますが、市税などの納付が平成26年度からコン

ビニで可能となっております。また、下水道に

関しても水道事業所と連携をして督促状、催促

書の送付や、収納強化期間を設定して家庭訪問

などの実施をして納付相談を行っているところ

でございます。 

  今後ともこの４つの対策を中心に進めながら

収入未済額の解消を進め、税や使用料等の公平

性が損なわれることのないよう対処していかな

ければならないというふうに思います。 

  それで、市税などの未納者の実態でございま

すけれども、主な原因としては、御案内かと思

いますが、厳しい経営状況の中で自営業者の方

の売り上げ減少とか廃業、さらには企業の業績

不振によるリストラや退職などによって収入が

減少すること、さらには突然の病気やけが、離

婚などをきっかけとして生活状況が一変して多

重未納になるケースが多くあるということでご

ざいます。 

  平成27年度、現年度課税分についてでござい

ますけれども、市税と国民健康保険税の両方が

未納となっている方は約250名ございます。こ

うした多重未納者の方に対しては、生活の実態

を把握しながらその担税力を見きわめることが

大事と考えておりますので、未納者の財産調査

を行うとともに積極的に接触の機会をつくって、

丁寧な納税相談に努めていきたいというふうに

考えているところでございます。 

○國井輝明議長 石山議員。 

○石山 忠議員 税金といわゆる公費の負担です

が、大体の市民の90％以上の方は一生懸命働い

て一生懸命納税をして、自分の住むまちをよく

しよう、そのための財源をつくろうということ

で頑張っていらっしゃる。 

  今の市長の話にもありましたけれども、多重

の場合、多重債務者といいますか、未納者につ

いては250名程度だとしますと、数％。その

数％のために市の職員という皆さんが日々努力

をして、先ほど御説明いただきましたけれども、

４つの取り組みということで納税相談を初めさ

まざまな取り組みをされているわけです。多分、

徴税費の90％以上はその少数の人のために使わ

ざるを得ないというのが現状かなというふうに

思っています。それにつけても、自主財源ある

いは諸税、使用料の確保のために御努力されて

いる皆様方に感謝を申しあげたいと思います。 

  その自主財源確保の目的としましては、先ほ

ども申しあげましたように、自分たちが住みよ
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いまちづくりのための大きな財源であるという

共通目的があるのかなというふうに思っていま

す。 

  そこで最後に、市政運営、施策の推進に当た

りまして行動計画に寒河江市の将来を見据えた

広範な事業展開が示されておりますけれども、

新たな事業の大切さを認めさせていただきます

けれども、さらにこの市議会においても先輩や

同僚議員が地域のニーズを受けて、一般質問を

通してそれぞれ本市の将来を展望し、建設的な

御提案をされていると思います。収納の対策、

滞納整理、非常に好んでやれる仕事ではありま

せん。でも、そのことが目的に実現されるため

に努力しているわけですから、我々市議会とし

ましても将来を展望していろいろと御提言をし

ているということを受けて、古きをたずね新し

きを知るということまでいかないかもしれませ

んが、市長、課長の皆さんを初め全職員が過去

の一般質問等を精査し、取り組んでこられた事

項を検証されることを望みたいと思いますけれ

ども、いかがでしょうか。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 我々は、行政は当然のことなが

ら、市民の幸せの追求に努力をしていくという

使命を持っているわけでありますし、また４万

2,000寒河江市民の皆さんには、多様な生活が

あるわけであります。そういう意味で、各議員

の皆さんの議員活動の中でさまざまな地域の皆

さんの声を受けとめていろんな質問、そういう

ことを踏まえてこの議場の場で質問をしていた

だいている。我々もこれまでのそういう質問の

内容あるいは経過なども十分踏まえながら、こ

れからの先の行政運営を間違いのない方向にし

ていかなければならないというふうに思います。  

  そういう意味で、温故知新ではありませんけ

れども、できるだけそういう経過、歴史という

ものを踏まえた上で未来が進んでいくんだとい

うふうなことを肝に銘じながら、間違いのない

方向に進めるよう、さらに議員各位にはいろん

な面で御指導をいただければなというふうに思

っているところでございます。 

○國井輝明議長 お待ちください。 

  この際、暫時休憩いたします。 

  再開は２時10分といたします。 

 休 憩 午後１時５８分  

 再 開 午後２時１０分  

○國井輝明議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  なお、丹野副市長については、公務のため退

席となる旨の報告を受けておりますので、御了

承願います。 

  石山議員。 

○石山 忠議員 英国のＥＵ離脱により世界中で

株価は大幅に下がり、日米、アジアにも大きな

影響を及ぼし、さらに円高の影響で日本からの

輸出が低迷しました。輸出の減少傾向が続けば、

日本の国内総生産ＧＤＰを押し下げるという懸

念も出ています。国内では少子高齢化の加速や、

先ほど市長の答弁にもありましたように、人口

減少社会の到来などにより就労人口の減などに

加えて、賃金伸び悩みなど国内需要の伸びが期

待できない厳しい地域経済情勢下にあります。 

  総務省が８月26日に発表した７月の全国消費

者物価指数も前年度比0.5％下落し、マイナス

は５カ月連続となりました。 

  このような情勢の中、本市の財政力指数等の

推移を見ますと、先ほど市長から答弁がありま

した、財政力指数0.525を初め経常収支比率、

実質公債費とも、この厳しい状況下の中で大変

努力されてこられた数字があらわれていること

は評価いたしますが、第６次寒河江市振興計画

で掲げた将来都市像「さくらんぼと歴史が育む 

スマイルシティ 寒河江」の実現のため、自主

財源の確保は重要な課題だと思いますので、さ

らに佐藤市長を先頭に全職員が英知を結集し課

題解決のため取り組まれることを期待いたしま
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す。 

  続いて、寒河江市立病院事業会計決算の課題

認識と対策についてお伺いいたします。 

  寒河江市公営企業会計決算審査意見書によれ

ば、寒河江市立病院アクションプランに基づき、

持続可能な市民密着型病院を目指し改革を進め

るとともに、プロジェクトチームによる経営改

善活動の実施や医療機器の計画的な更新や購入

を図るなど経営健全化の取り組みを行い、病院

事業収益は0.2％増加し、医業収益としては

2.8％増加したとして病院事業費用とともに内

容を説明されています。 

  さらに、病院事業収益で経常収支が一般会計

からの繰入金が繰り入れ基準額を３億1,013万

4,000円上回り、多額の基準外繰り入れとなっ

ています。また、未収金についても約3,300万

円に上るなど、これは平成27年度の納期未到来

部分も含んでいますが、特に平成23年度以前分

を中心に約2,600万円未収金があります。患者

数の推移や病床利用率など厳しい状況だと思い

ます。 

  行財政改革アクションプランにおいても企業

会計や特別会計への繰出金の削減を示し、精査

と確認を進めるとしています。本年度から地方

公営企業法を全部適用し新たな経営体制となり

ましたが、病院事業管理者としてこの状況とア

クションプランを踏まえて現状の課題をどのよ

うに捉えておられるのか、さらにその対策につ

いてお伺いしたいと思います。 

○國井輝明議長 久保田病院事業管理者。 

○久保田洋子病院事業管理者 お答え申しあげま

す。 

  平成28年４月から病院事業管理者を拝命し５

カ月が過ぎ、最近の医療環境の変化に対し、迅

速、柔軟かつ効率的に対応し、また地域の中核

医療機関としての機能強化と健全経営につなげ

られるよう、日々努めているところであります。 

  御指摘のとおり、平成27年度は収益的収入に

対して５億8,000万円が一般会計から病院会計

に繰り入れられており、医師不足による経営補

塡分の繰り入れが多額となっております。この

医師不足による医業収益の低迷が重要な要因と

考えており、医師確保対策に向けて山形大学医

学部に対し困窮する当院の状況を要望書として

提出しております。引き続きこれまで以上に要

望活動に取り組み、常勤、非常勤を問わず少し

でも医師不足の解消につながるよう、医師確保

対策活動に取り組んでまいります。 

  また、現在勤務している医師の高齢化に伴い、

当直体制の見直しに取り組み、市民の方々のニ

ーズに十分お応えできるよう効率的な診療体制

を構築してまいりたいと考えております。 

  また、さきに策定した寒河江市立病院アクシ

ョンプランに基づき、住民ニーズに応えるため

平成25年から療養病棟を開設して３年以上経過

しておりますが、病床利用率は平成25年度が

70％、26年度が72％、27年度が75.4％と着実に

伸びてきており、28年度８月までの病床利用率

は77.4％とさらに上昇しております。一般病床

については、平成25年度は54.6％、26年度が

56.1％、27年度は54％と病床利用率が低い状況

が続いておりました。効率的なベッドコントロ

ールに努めた結果、28年８月末現在では60.0％

と伸びが見られます。病床稼動率アップが経営

改善への重要な課題と認識し、改善に取り組ん

でおります。 

  また、医療の質を引き上げることにより、各

種加算を取得し経営改善を図る活動に、職員み

ずから努めております。今年度９月から医療の

安全体制強化構築により、医療安全管理加算が

算定可能になりました。また、今後は入院患者

様の栄養状態の改善にチームで取り組む体制を

つくり、栄養サポートチーム加算、合併症が出

始めた糖尿病患者様への指導体制の整備により

糖尿病透析予防指導管理料算定など実現に向け

て、研修と体制整備に努めております。このよ
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うな取り組みは、医業収益増の効果は大きくは

ありませんが、良質の医療を提供することで増

収につなげるという試みであり、病院本来のあ

るべき姿として今後も推進していく所存です。 

  また、外来患者数の確保による外来医業収益

増を踏まえ、地域住民への予防医療サービスの

強化の取り組みも開始しました。この９月から

は、病院独自に上部消化管内視鏡による胃ドッ

クを始めており、今後も実現可能なものから速

やかに取り組む所存です。 

  また、経費の削減方策では高利率債の繰り上

げ償還の効果も見え始め、繰出金を除いた経常

収益もここ３年は増収が続いてきております。 

  次に、御指摘がありました個人の患者さんに

対する未収金につきましては、段階に応じた回

収方法で実施しております。まず、請求日から

２カ月後に納入未確認者へ督促状を発送、その

後、支払いの確認のできない方について翌月に

催促状を発送し収納をお願いしているところで

あります。それでも支払いのない方につきまし

ては、催告状を発送した２カ月後に最終催告書

を送付して未収金の収納に当たっております。 

  平成27年度からは、新たに連帯保証人の方へ

の通知、支払いをお願いしながら回収に当たっ

ております。この結果、平成27年度の個人未収

金は、平成28年６月末で2,975万円となり、昨

年度同月の3,190万円に比べると約210万円減少

し、未収金の縮減につながっております。 

  ただし、個人負担の大きい入院費の未収金に

ついては、患者さんそれぞれ個別に相談を受け

ながら、生活の状況や経済状況によっては分割

支払い等を促しながら対応しているところであ

ります。 

  寒河江市立病院の経営は早急に健全化が必要

な重篤な状態であると認識しており、改善に向

けて職員一丸となって迅速に取り組んでいると

ころでございます。以上です。 

○國井輝明議長 石山議員。 

○石山 忠議員 ドクターの不足というのは相当

大きいのは、認識をしております。聞くところ

によりますと、ドクターお一人当たりの医業収

益としては約３億円とも４億円とも言われます

し、ドクターが充実していれば、先ほど管理者

のほうから出ました病床稼動率のアップあるい

は地域医療、市民の健康を守る手だてというも

のも充実するという、まずはドクターというの

は、本当に確保するためには大変だと思います

けれども、ぜひ御努力をお願いしたいなという

ふうに思います。 

  次に、地域医療構想についてお伺いいたしま

す。 

  団塊の世代が75歳以上の後期高齢者となり、

医療や介護に大きなニーズが見込まれる2025年

を見据えて、平成26年に医療介護総合確保推進

法が成立し、県では将来の医療需要と必要病床

数を示すとともに、目指すべき医療提供体制を

実現するための施策として地域医療構想を策定、

市町村への説明をされると伺っておりますけれ

ども、病院事業の健全化と将来構想に重要な課

題だと思いますので、その状況についてお伺い

したいと思います。 

○國井輝明議長 久保田病院事業管理者。 

○久保田洋子病院事業管理者 お答え申しあげま

す。 

  医療介護総合確保推進法により都道府県が２

次医療圏単位での地域医療構想を策定すべく、

県では９月ごろをめどに作業が進められており

ます。御案内のとおり、地域医療構想は2025年

に向けて病床の機能分化、連携を進めるために

医療機能ごとの医療需要と病床の必要量等を推

計し定めるものであり、それに基づき各病院に

おける病床機能や病床数を定めることになりま

す。 

  総務省が示した新公立病院改革ガイドライン

では、全国の公立病院に対し新たな改革プラン

の策定を要請していますが、その策定に当たり
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地域医療構想との整合性を十分にとることも要

請しております。 

  寒河江市立病院では、病院の基本理念に沿い

地域医療構想との整合がとられた寒河江市立病

院新改革プランを策定すべく、プランの策定段

階から職員の改革意識の醸成を図るため、院内

の各セクションの代表で構成する新改革プラン

策定事務局会議を組織し協議を進め、管理職で

構成する同院内検討委員会により協議を重ねて

おります。その中で、現状分析による課題の洗

い出し、共同作業による経営に対する共通認識

の醸成、理想や目標の実現のためのシステム構

築と具体的数値目標の設定へと進んできており

ます。また、同時に医業収益の向上や費用の削

減、健全経営につながる改革案中、即時実行可

能な取り組みは前倒しで実践と検証を既に開始

しております。 

  今後、さらに市民を含めた市及び関係機関の

代表者による市策定検討委員会による協議へと

進めていくことになります。地域の中核医療機

関として市民のニーズに沿った良質な医療の提

供と健全経営につながる、実効性にすぐれ、地

域医療機関とのバランスのとれた新改革プラン

の策定作業を進めております。以上です。 

○國井輝明議長 石山議員。 

○石山 忠議員 地域医療は住民にとってまさに

命を守るセーフティーネットです。地域住民の

安心と安全を守り、地域創生の最も基盤となる

ものと思っています。 

  このたび、先ほど管理者から御答弁ありまし

たけれども、胃ドックの開始が示され、大腸ド

ックや脳ドックについても総合に検討していく

と病院事業管理者から御説明をいただきました。

市民にとっては、大変喜ばしいことだと思いま

す。病院事業管理者は組織や人事についての権

限を有しています。寒河江市立病院事業報告書

の中でも、今後変化していく医療環境に対して

迅速、柔軟かつ効率的な対応が可能とあります

ので、引き続き地域における中核医療機関とし

て病院機能の強化をより一層目指してまいりま

すと述べ、先ほどの答弁にも同様に述べられて

おります。 

  そこでお願いですが、病院事業管理者には病

院内での業務もあると思いますが、本議会の委

員会や分科会はともかく、本会議や一般質問の

場に出席され、市政の状況を共有していただき

たいと望みますけれどもいかがでしょうか。 

○國井輝明議長 久保田病院事業管理者。 

○久保田洋子病院事業管理者 お答え申しあげま

す。 

  議会への出席については、市立病院に関する

議案や一般質問がある場合については本会議に

出席させていただきます。このたびは市立病院

事業会計決算が認定に付されておりますので、

決算特別委員会や厚生文教分科会にも出席し、

説明をさせていただきます。よろしくお願い申

しあげます。 

  今後につきましても、病院事業に関する議案

が提出された場合には委員会、分科会にも出席

し議員の皆様に御説明申しあげ、十分な議論を

させていただきたいと思います。どうかよろし

くお願いいたします。 

○國井輝明議長 石山議員。 

○石山 忠議員 病院事業のみならず寒河江市の

状況、そういったものもぜひ御認識をいただい

て、共通の状況を共有するという思いを伝えた

ところでした。これには、委員会までと今御答

弁ありましたけれども、市長や教育長、農業委

員会会長、監査委員、選挙管理委員長、各行政

委員会のトップが出席されている現状に鑑み、

ぜひ御検討をお願いしまして私の一般質問を終

わります。 

  御答弁ありがとうございました。 

 

   散    会    午後２時２９分 
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○國井輝明議長 以上をもちまして、本日の日程

は終了しました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 


